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序     文 
 
独立行政法人国際協力機構（JICA）は、インドネシア共和国関係機関との討議議事録（R/D）

に基づき、技術協力プロジェクト「家畜衛生ラボ能力向上プロジェクト」を 2011 年 11 月から 4
年間の予定で実施してきました。 

今般、本プロジェクトの協力期間の終了を 2015 年 11 月に控え、進捗や実績を確認のうえで目

標及び成果達成に向けた貢献・阻害要因を分析すること、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト及び持続性）の観点から日本・インドネシア国側双方で総合的にプロジェクトを評価

すること、及び今後の対策について提言を行うこと、教訓をまとめることを目的として、2015 年

5 月 7 日から 5 月 27 日まで終了時評価調査団を現地に派遣しました。 
現地ではインドネシア共和国側の団員と合同評価調査団を形成し、評価結果を合同評価報告書

に取りまとめ、インドネシア共和国側の政府関係者と今後の方向性について協議し、ミニッツ

（M/M）に署名を取り交わしました。本報告書は、その結果を取りまとめたものであり、今後の

プロジェクトの実施にあたり広く活用されることを願うものです。 
終わりに本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係者の皆様に対し、心より感謝申し上げま

す。 
 
2015 年 6 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部部長 北中 真人 
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写     真 
 
 

スバン家畜疾病診断センター（スバン DIC） 

 

 

 施設入口に設置されている無償資金協力建設

石碑 

 

センター所長、及び各ラボ長との全体会議 

 

 

 バイオテクノロジー研究室 

 

 

プロジェクト指導のもと整理された薬剤品  供与機材を用いた実験風景 



 

 
 

 

スバン DIC ラボが指導する KPSBU レンバン酪農

組合 

 

 レンバン酪農組合組合員の牛舎 

 

個体識別番号（タグ）による管理 

 

 

 スバン DIC ラボが指導する Bタイプラボ 

 

合同評価団による評価レポート M/M 署名式  Joint Coordination Committee 

による終了時評価 M/M 署名式 

 



 

 

略 語 表 
 

略 語 正式名称 日本語 

AAHL Australian Animal Health Laboratory オーストラリア動物衛生研究所 

CFT Complement Fixation Test 補体結合反応試験 

DAH Directorate of Animal Health 動物衛生局（畜産・動物衛生総局）

DGLAHS 
Directorate General of Livestock & 
Animal Health Services 

畜産・動物衛生総局（農業省） 

DIC Disease Investigation Center 家畜疾病診断センター  

DINAS Provincial/District Office 州・県政府事務所  

ELISA Enzyme-Linked Immunosorbent Assay 酵素抗体法 

FAO Food and Agriculture Organization （国連）食糧農業機関 

HPAI High-Pathogenic Avian Influenza 高病原性鳥インフルエンザ 

IDR Indonesian Rupiah インドネシアルピア 

ILRI International Livestock Research Institute 国際家畜研究所  

IRCVS 
Indonesian Research Centre for 
Veterinary Science 

インドネシア獣医学研究所 

iSIKHNAS 
Integrated Animal Health Information 
System（Sistem Informasi Kesehatan 
Hewan Nasional Terintegrasi） 

統合家畜衛生情報システム 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会  

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

MM Man Month 人月（人/月） 

ND Newcastle Disease ニューカッスル病  

NVDAL 
National Veterinary Drug Assay 
Laboratory 

国立動物医薬品検査所  

ODA Official Development Assistance 政府開発援助  

OIE 
World Organization for Animal Health 
（仏：Office International des Epizooties）

国際獣疫事務局  

OJT On-the-Job Training 職場内訓練 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス 

PO Plan of Operations 活動計画表  

PUSKESWAN 
Center for Animal Health（Pusat 
Kesehatan Hewan） 

簡易獣医診療所 

SOP Standard Operation Procedure 標準操作手順書 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：家畜衛生ラボ能力向上プロジェクト 

分野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 農業農村

開発第一グループ 第一チーム 
協力金額：2 億 3,000 万円 

協力期間 

R/D： 
2011 年 7 月 17 日〜

2015 年 7 月 16 日 

先方関係機関： 
【実施機関】農業省 畜産・動物衛生総局 動物衛生局 
【カウンターパート機関】スバン家畜疾病診断センター 
（スバン DIC） 

日本側協力機関：農林水産省 

他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）は、畜産業の発展及び生産性向上に対

する主要な活動として、長年、家畜疾病対策に取り組んでいる。特に近年、人獣共通感染症を

含む動物感染性疾病は社会経済的な損失だけでなくヒトの健康を守る観点からも大きな懸念と

なっている。 
わが国の無償資金協力事業で建設されたスバン家畜疾病診断センター（Disease Investigation 

Center：DIC）はジャカルタ州、西ジャワ州、バンテン州を管轄しているが、この 3 州はインド

ネシアでも養鶏業が盛んな地域であるため、家畜疾病対策上、非常に重要な地域となっている。

こうした背景の下、インドネシア政府は将来の西ジャワ地域の効果的な家畜疾病対策実現に

向けて、スバン DIC の家畜疾病診断サービスにかかわる組織機能強化を目的とした技術協力プ

ロジェクトの実施をわが国政府に要請した。これを受け、独立行政法人国際協力機構（JICA）

は農業省畜産・動物衛生総局（Directonate General of Livestock & Animal Health Services：
DGLAHS-MOA）を主要なカウンターパート機関とし、2011 年 7 月から 2015 年 7 月までの 4 年

間の予定で家畜衛生ラボ能力向上プロジェクト（以下、「本プロジェクト」と記す）を開始した。

今回の終了時評価は、2015 年 7 月の事業期間終了を控え、事業全体の活動内容、成果及びプ

ロジェクト目標について評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）で評価

し、成果やプロジェクト目標達成や事業終了後の持続性担保に向けた提言、並びに今後の類似

事業の実施にあたっての教訓を抽出することを目的として実施された。 
 

１－２ 協力内容 

（1）プロジェクト概要 
本プロジェクトは、インドネシアに新設されたスバン DIC の能力強化を図り、スバン DIC

が管轄する 3 州の家畜疾病対策の強化をめざすものである。 
（2）上位目標 

西ジャワ地域（スバン DIC 管轄地域）の家畜疾病対策が強化される。 
（3）プロジェクト目標 

スバン DIC の家畜疾病診断サービスの質・量が向上する。 
（4）成果 

1）スバン DIC スタッフが基本的かつ体系的な家畜疾病診断技術を習得する。 
2）スバン DIC スタッフの、顧客の立場に立った検体診断サービス（パッシブ・サーベイ

ランス）に係る実施能力が強化される。 
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3）スバン DIC スタッフのパイロットサイトにおける、疾病調査及び疾病対策技術支援（ア

クティブ・サーベイランス）の実施能力が強化される。 
4）スバン DIC スタッフが、管轄地域内の獣医技術者・獣医師・農家に必要な家畜衛生に

係る情報提供（ニューズレター、巡回意見交換等）、啓発活動、技術支援活動を継続的に

実施する。 
 
（5）投入（評価時点） 

1）日本側 
・専門家派遣 

長期専門家：延べ 3 名（チーフアドバイザー/家畜衛生管理、業務調整/家畜衛生広報、

獣医診断技術/疫学）（合計 121.8 人/月1） 
短期専門家：延べ 17 名（病理診断技術、獣医疫学、寄生虫症診断、獣医公衆衛生、臨

床診断、血清診断、病性鑑定、生化学診断、実験室維持管理）（合計 28.1 人/月） 
・ローカルスタッフ雇用 

事務職員：延べ 2 名、システムエンジニア：1 名、フィールド・トレーナー：1 名、ド

ライバー：延べ 4 名 
・機材供与：デスクトップ/ノート PC、コピー機、乗用車（4WD）、冷却微量遠心機、CCD

カメラ&モニター付顕微鏡等検査診断に必要な機器 
・その他の活動費：会議等費用負担等：6,209 万 5,000 IDR（インドネシアルピア） 
・本邦研修/第三国研修 
本邦研修：16 名（人獣共通感染症対策、獣医技術研究、国際獣疫対策上級専門家育成、

パラメディック獣医診断技術） 
第三国研修：3 名〔東南アジア向け発生源における鳥インフルエンザ診断（マレーシ

ア）：1 名、タイ国ブルセラ病診断・サーベイランス研修：2 名）〕 
2）インドネシア側 
・カウンターパート（C/P）配置：延べ 64 名（DGLAHS-MOA：延べ 6 名、スバン DIC：

延べ 58 名） 
・施設及び資機材：スバン DIC 内プロジェクト事務室、机、椅子、雑品目、他 
・プロジェクト事務スペースの水道光熱費 
・ローカルコスト：637 億 755 万 8,600 IDR 2 

２．評価調査団の概要 

日本側 担当分野 氏  名 所  属 

団長・総括 要田 正治 JICA 国際協力専門員 

家畜疾病診断 中尾 哲也 農林水産省 動物検疫所 精密検査部  
微生物検査課長 

獣医疫学 山本 健久 農業・食品産業技術総合研究所 動物衛生研究所 

ウイルス・疫学研究領域（疫学） 主任研究員 
計画管理 廣中 進司 JICA 農村開発部 農業農村開発第一グループ  

第一チーム ジュニア専門員 

評価分析 井上 洋一 ㈱日本開発サービス 調査部 主任研究員 

  

                                                        
1 プロジェクト期間終了時点の見込値 
2 2011～2014年 執行済み 2015年予算申請額 
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インドネシア側 Dr. Nilma 
Lubis 

Senior Veterinary Officer, Sub Directorate of Animal Disease 
Surveillance, Directorate of Animal Health, DGLAHS 

Dr. M. Farid. 
AZ 

Senior Veterinary Officer, JICA Project Management Unit, DGLAHS 

Dr. Megawaty 
Iskandar 

Veterinary Officer, Sub Directorate of Institutional and Animal 
Health Resources, Directorate of Animal Health, DGLAHS 

Ms. Yuliana 
Susanti 

Senior Officer, Subdivision Cooperation and Public Relation, Planning 
Division, DGLAHS 

調査期間 2015 年 5 月 8 日～5 月 26 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1） 成果 1 
達成された。 
プロジェクト開始前の 2010 年では診断できる疾病の種類は 13 疾病のみであったが、

終了時評価調査時点（2015 年 5 月）では予定した 41 疾病（75 の診断技術）に対する検

査診断を自立的に行えるレベルに達している。これらの技術移転を通して検査技術や運

用が標準化され、終了時評価調査時点で検査診断プロトコル〔標準操作手順書（Standard 
Operation Procedure：SOP）〕58 種類、マニュアル類 3 種類、技術資料 20 種類、様式 6 種

類、その他資料 4 種類が整備された。 
プロジェクト期間終了後も経験を積む必要のある項目もあるが、スバン DIC は 2014 年

に国際標準化機構（ISO）より ISO9001（品質マネジメント規格）の認証及び ISO17025
（試験所の能力に関する規格）の認定を受けていることから、スバン DIC は国家規格や

国際規格に準拠した試験方法で、十分な技量を有する試験員により正確な結果が出せる

試験所であり、その品質が担保されたものと解釈できる。  
これらのことから、スバン DIC では基本的かつ体系的な家畜疾病診断技術が確立され

たといえることから、終了時評価時点において成果 1 は達成されたと考えられる。 
 
（2） 成果 2 

達成された。 
プロジェクトは 2011 年より検体受領から診断の流れに関する改善策の推進、報告シス

テムの開発など、継続的にサービスの改善に取り組んできた。成果 1 に示したとおり、

プロジェクトの努力によってスバン DIC 内の診断体制は標準化され、ISO17025 の認定を

受けたことからも、検査所として適切な検査診断サービスが国際的に標準化された体制

で実施されていると認められる。 
また、中間レビュー時点では診断サービス部長 1 名による最終診断体制であったが、

成果 1 での検査診断の基本的技術移転、成果 3 でのアクティブ・サーベイランス等の活

動を通して 7 名のラボチーフの診断結果に基づいた具体的なコメントや適切な最終判断

を行える能力を獲得していることが、JICA 専門家により認められている。 
このように、スバン DIC 内では診断体制が整備されたことにより、顧客の立場に立っ

た検体診断サービスにかかわる実施能力は向上したといえる。したがって、終了時評価

時点において成果 2 は達成されたと考えられる。 
 
（3） 成果 3 

達成された。 
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疫学ラボスタッフは、JICA 専門家の支援を受けながら、主体的にサンプリングの方法、

調査票の作成、得たデータの解析方法等、サーベイランス実施計画を作成している。実

際のサーベイランス活動や解析も疫学ラボが中心的な役割を果たしている。また、スバ

ン DIC では年間 100 回以上のアクティブ・サーベイランスが実施されており、その都度

適切な提言がフィードバックされていることから、スバン DIC では効果的、効率的なア

クティブ・サーベイランスが運用管理されているといえる。 
サーベイランスにはすべての獣医スタッフ、パラメディックがサーベイランスに参加

する体制となっており、プロジェクト対象疾病のサーベイランスの実施を通じて他の 10
〜12 疾病のサーベイランス実施運営能力に対しても正の影響があったとスバン DIC のス

タッフのインタビューで聞き取られている。また、プロジェクトの牛ブルセラ病及び牛

流産サーベイランスの実施を通じて、州・県政府事務所（Provincial/District Office：DINAS）
や各州・各県にある B/C タイプ・ラボ、酪農協のスタッフの防疫意識やサーベイランス

にかかわる技術にも一定程度の向上が認められたとともに、スバン DIC との連携、協力

体制も強化された。  
このように、疫学ラボが中心となって実施されたプロジェクトのアクティブ・サーベ

イランスを切り口として、スバン DIC で実施するアクティブ・サーベイランス全体の能

力向上が図られ、関係機関との連携の下で効果的、効率的なアクティブ・サーベイラン

スが実施できるようになった。このことから、終了時評価時点での成果 3 は達成された

と考えられる。 
 
（4） 成果 4 

達成された。 
プロジェクト開始前は管轄地域内の獣医技術者・獣医師に対し DIC スタッフは家畜衛

生に係る情報提供（ニューズレター、巡回意見交換等）、啓発活動、技術支援活動を能動

的に行っていなかった。プロジェクト開始後は、成果 4 のホームページやインドネシア

語の家畜疾病啓発用パンフレット等を通して、それらの活動が開始されている。また、

年 2 回の調整会議で啓発活動、技術支援活動の計画が策定されており、これらの活動が

継続的に実施される体制が整えられている。 
農家に対する啓発活動や技術支援は、県以下の地方政府畜産部局の役割であり、DIC

や州の B タイプ・ラボが直接実施できない現状がある。そのため、彼らを通した間接的

な農家支援にとどまるが、年間 100 回以上実施されているアクティブ・サーベイランス

の機会をとらえ、スバン DIC スタッフは可能な範囲で啓発活動、技術支援活動を実施し

ている。 
このように、スバン DIC では獣医技術者・獣医師・農家に必要な家畜衛生に係る情報

提供、啓発活動、技術支援活動を継続する体制が整備され、成果 1〜成果 3 の活動を通し

てスバン DIC スタッフがそれらの活動を実施する能力が備えられた。したがって、終了

時評価時点での成果 4 は達成されたと考えられる。 
 
（5） プロジェクト目標 

ほぼ達成された。 
2011 年のプロジェクト開始後、スバン DIC で必要な検査・診断機器、設備、材料等が

整備されたとともに、JICA 専門家や外部講師による実地訓練、本邦研修や第三国研修に

よってスタッフの知識、技術は大きく向上し、診断可能な疾病の数、検査実施数も高い

精度を維持しながら増加（年間約 61,000 件）（指標 1）している（成果 1）。これには、成

果 2 の活動で実施した業務フローの改善〔検体受領からフィードバックまでの流れの標
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準化【各疾病で定められた標準日数内での診断結果の通知】（指標 2）やラボ診断報告シ

ステム【各ラボチーフによる適切な最終診断体制の構築】（指標 2）など〕や診断結果に

基づいた適切な提言に関する能力強化による貢献も大きい。成果 3 では取り組みの必要

性の高い牛ブルセラ病及び牛流産に対するアクティブ・サーベイランスをプロジェクト

の対象疾病として選定し、パイロットサイトの現状や問題点を明らかにした。 
また、スバン DIC では疫学ラボが中心となって、多くのラボがアクティブ・サーベイ

ランスに参加する体制を構築し、サーベイランスの計画立案から実施、解析・評価の一

連の活動を実施する能力が向上し（会議やワークショップ等の開催を通じて 2012 年 8
回・2013 年 22 回・2014 年 17 回実施）（指標 3）、他の通常業務として実施されているア

クティブ・サーベイランスにも正の影響が認められている。アクティブ・サーベイラン

スを通して DINAS や B/C タイプ・ラボ、酪農協などの関係機関との連携も強化され、業

務の分担なども徐々に進展してきている。 
他方、プロジェクトでは成果 4 の活動として計画的に啓発活動や技術支援活動を行う

体制が整備されるとともに、ホームページやポスター、パンフレットなども多く作成さ

れている。 
スバン DIC の利用者（州/県政府事務所の獣医技術者/獣医師/農家）へスバン DIC 顧客

満足度調査を実施した結果、2011 年調査は 87.4％、2014 年調査は 94.8％の利用者が「診

断サービスがプロジェクト実施前よりも向上し、「満足」または「ほぼ満足」と回答し、

高い満足度を示している（指標 4）。 
以上のことから、スバン DIC の家畜疾病診断サービスの質・量は向上したと考えられ

たため、終了時評価調査時点でプロジェクト目標はほぼ達成されたと考えられる。  
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 
プロジェクトの妥当性は終了時評価時点で高く維持されている。 
2010 年 10 月に実施された事前評価ではインドネシアの家畜・動物衛生に関する政策及

びターゲット・グループのニーズ、日本の援助政策とプロジェクト目標が合致しているこ

とが確認されているが、その後の本プロジェクトの妥当性を損ねるような政策の変更やニ

ーズの変化等は認められず、その妥当性は終了時評価時点においても維持されている。 
具体的には、2015 年以降の次期「畜産開発中期計画 2015-2019」は作成中であるが、イ

ンドネシアの畜産開発のなかの家畜・動物疾病対策の重要性は維持されていることが

DGLAHS との面談時に確認された。2013 年には統合家畜衛生情報システムの運用を開始、

2014 年には本プロジェクトのアクティブ・サーベイランスの対象疾患であるブルセラ病に

対して、2025 年までの撲滅に向けたロードマップを発表しており、効果的な家畜疾病対策

に向けた政策的努力を行っている。 
他方、インドネシアは 2005 年 7 月に高病原性鳥インフルエンザ（High-Pathogenic Avian 

Influenza：HPAI）のヒト感染例が確認されて以降、2012 年 8 月 10 日時点において世界で

最も多い 191 の感染例（うち 159 の死亡例）3が確認されており、現在も感染例と死亡例の

報告が続いている。HPAI は人獣共通感染症であり、効果的な感染制御のためにはヒト感

染だけではなく、家畜・動物に対するサーベイランスの実施と早期封じ込めが必須である。

本プロジェクトは地域の家畜衛生対策の一端を担う DIC の機能強化を支援するものであ

り、ブルセラ病及び牛流産サーベイランスの実施能力強化を通して HPAI を含む重要感染

症サーベイランスの実施能力強化をめざすものである（ブルセラ病も国家優先疾病の 1 つ

                                                        
3 インドネシア保健省及びWHOによる公表情報 
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である）。JICA のインドネシア共和国国別分析ペーパー（2012 年）において「感染症等の

地球規模課題への対応能力向上に係る支援を重視する」ことが明記されていることから、

プロジェクト目標は日本の援助政策との整合性も維持されているとともに、地球規模課題

対応との観点での国際的要求に適うものである。 
 

（2）有効性 
プロジェクトの有効性はおおむね高い。 
JICA 専門家の技術移転により 41 疾病に対する診断技術がおおむね確立している（成果

1）。成果 2 では検体診断サービス（パッシブ・サーベイランス）を適切に行うための体制

整備やスタッフの能力強化が図られ（成果 2）、プロジェクトで対象とした牛ブルセラ病及

び牛流産サーベイランスの実施を通して通常業務として実施されているアクティブ・サー

ベイランス全体の実施能力が強化される（成果 3）とともに、スバン DIC 内部のラボ間の

連携強化やフィールド活動の機会を活用した関係者への啓発活動や技術支援活動も効果

的に実施された。また、将来の西ジャワ地域での効果的な家畜疾病対策に向け、DINAS や

B/C タイプ・ラボ、酪農協等の関係者に対する啓発活動、技術支援活動を実施する体制も

おおむね確立した（成果 4）といえる。これらの成果によってスバン DIC の家畜疾病診断

サービスの質的、量的向上は図られた（プロジェクト目標）といえ、各成果、プロジェク

ト目標測定のための指標もおおむね満たされた。スバン DIC は ISO9001（品質マネジメン

トシステム）の認証取得及び ISO17025（試験所の能力に関する規格）の認定を受けたこと

でこれらの達成事項の品質も担保されたと考えられることから、終了時評価時点でプロジ

ェクト目標はおおむね達成されたといえる。 
プロジェクト活動を通してスバン DIC スタッフ個々の能力は大きく向上し、検査業務だ

けでなく疾病監視業務、啓発・技術移転業務の質を落とさずに年間検査数を大幅に伸ばし

てきた。また、プロジェクト活動を通して学術的成果も得られ、インドネシア・日本国側

双方の努力によって望ましい人材育成が図られたと考えられる。しかしながら、スバン

DIC は若い検査施設であり、獣医師及び獣医技術スタッフの年齢の中央値も終了時評価時

点でそれぞれ 37 歳及び 32.5 歳である。したがって、プロジェクト期間終了後も継続して

新規技術・知識の獲得に向けた努力が継続されることが望まれる。  
 

（3）効率性 
プロジェクトの効率性はおおむね高い。 
プロジェクト開始後、活動に必要な機器、機材の調達、設置が行われ、これと並行して

対象地域の家畜衛生対策の実情やスバン DIC の業務運用システム、検査機能等にかかわる

ベースライン調査が実施された。調査結果に基づき、各ラボで 2015 年までに獲得すべき

技術・サービスが詳細に規定された「プロジェクト技術到達目標シート」が作成され、同

シートに沿って技術移転そのものは JICA 専門家よりおおむね計画どおり実施、中間レビ

ュー時点までにおおむね終了している。中間レビュー以降は日常業務を通した技術定着が

図られ、アクティブ・サーベイランスや関係機関への情報提供や啓発活動、技術移転活動

が順調に実施された。 
実施される試験や診断の頻度により差があるものの、プロジェクトにより供与された検

査機器、機材等は有効に活用されている。これらの機器等は ISO の規格に則って日常的な

メンテナンスが適切に実施されている。施設設備に関しても JICA 短期専門家が派遣され、

作成されたマニュアルに基づき、ISO の規格に合致したメンテナンスが実施されている。

また、終了時評価までに合計 16 名のインドネシア人 C/P が本邦研修に派遣され、多くの

知識、技能を獲得し、スバン DIC でのプロジェクト活動、日常業務に有効に活用している。
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上記の結果、投入の質・量・タイミングは適切であったと考えられる。 
 
（4）インパクト 

プロジェクトの実施によって、以下に示す正のインパクトが確認または期待されてい

る。 
これまで示してきたとおり、スバン DIC は診断機能（診断可能な疾病数及び検査方法の

増加）の強化が実現し、パッシブ・サーベイランスの機能も強化された。検査診断サービ

スの品質や検査施設としての適切性は ISO の認証、認定を受けたことで国際的にも担保さ

れたといえる。また、地域全体として家畜疾病対策を効果的に行うためには外部関係者の

能力強化も必須であるが、スバン DIC では啓発活動や技術支援活動を継続的に実施する体

制が整備され、プロジェクトの活動を通して連携体制も強化されたといえる。 
しかしながら、西ジャワ地域全体の家畜疾病対策強化の実現に向けて、スバン DIC は適

切な病性鑑定を行うために外部の関係機関への啓発活動、技術支援活動を地道に継続する

とともに、DINAS や B/C タイプ・ラボ等との業務分担の促進、スバン DIC スタッフのさ

らなる能力強化、公衆衛生セクターとの連携促進などの課題に対する取り組みを DGLAHS
と協力して推進することが求められる。 

以上のことから、プロジェクト期間終了以降、上述した取り組みが順調に進捗すれば、

上位目標の達成は大いに期待できる。  
このほか、プロジェクトを通して確認、期待される正のインパクトとして、①プロジェ

クト活動を通した学術的成果の創出と検査診断業務への貢献、②家畜疾病マップの作成、

③スバン DIC と外部関係機関〔DINAS や B/C タイプ・ラボ、簡易獣医診療所（Center for 
Animal Health：PUSKESWAN）、酪農家等〕との連携強化、④インドネシア側、日本側若

手人材の能力強化、が挙げられる。 
本プロジェクトの実施に起因する負のインパクトは、終了時評価時点において確認され

ない。 
 
（5）持続性 

プロジェクトによって生み出された便益の自立発展、自己展開は終了時評価時点におい

てやや高いと見込まれる。 
政策・制度面に関しては、DGLAHS は家畜疾病対策に対して政策的努力を継続しており、

家畜疾病監視のための情報システムの構築やブルセラ病撲滅に向けたロードマップの作

成などを行っている。終了時評価時点では次期「畜産開発中期計画 2015-2019」のドラフ

ト作成中であるが、上位目標となる西ジャワ地域の家畜疾病対策の強化に向けた政策的コ

ミットメントは、プロジェクト期間終了後も継続されることが見込まれる。 
また、組織・財政面に関しては、プロジェクトは将来の持続性を強く意識し、プロジェ

クトが主催する研修会や出張を伴う疾病調査においても、日本・インドネシア国側機関双

方は明確なコストシェアの下でプロジェクト活動を進めている。また、プロジェクトが技

術移転を行った診断技術はスバン DIC の通常業務で使用されるものであり、プロジェクト

活動として実施された牛ブルセラ病及び牛流産サーベイランスもスバン DIC の通常業務

に組み込まれた形で実施されている。したがって、これらの活動はプロジェクト期間終了

後もスバン DIC の予算で継続されることが強く見込まれる。  
技術面に関しては、スバン DIC で確立した検査診断技術、サービスには SOP が作成さ

れ、ISO の規格に則って質の担保がなされている。スバン DIC を含めて公務員は異動が一

定程度あるものの、上記品質管理システムにより技術的持続性は高く維持されることが見

込まれる。しかしながら、検査診断技術は日々進歩しており、スバン DIC スタッフも常に
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新規技術の獲得に向けた努力を継続するとともに、スタッフの離職・異動対策を含めたス

バン DIC への技術の定着に向けた対策を講じることも重要である。また、上位目標達成に

向けては、これらの取り組みと並行して DINAS や B/C タイプ・ラボ等の関係機関への啓

発活動や技術支援活動を継続することも重要である。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
本プロジェクトは、2009 年に日本の無償資金協力によって建設された施設で実施された

技術協力プロジェクトであり、既存の施設設備は本プロジェクトでも最大限活用されてい

る。 
また、本プロジェクトでは現地の講師リソースを活用するようにデザインされており、

講師リストは適宜アップデートされている。また、プロジェクトで作成したマニュアル 2
種は過去の JICA 技術協力プロジェクトの成果品を活用して作成されている。これらのリ

ソースを効果的かつ効率的に活用したことで、プロジェクト目標を達成するための活動計

画内容に大きく貢献した。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

プロジェクトで行った検査診断の基本的技術移転や診断体制の整備、関係機関への啓発

活動、技術移転活動はスバン DIC の通常業務である。プロジェクトで対象としたブルセラ

病及び牛流産に対するアクティブ・サーベイランスについても開始当初より持続性を意識

してプロジェクト活動を実施しており、既にスバン DIC の通常業務として実施されている

アクティブ・サーベイランス業務のなかに組み込んで実施されている。このことはプロジ

ェクトの持続性を担保するとともに、効率的なプロジェクト活動の実施にも貢献してい

る。 
また、関係機関に対する情報提供や啓発活動、技術支援活動（成果 4）はアクティブ・

サーベイランス（成果 3）で関係機関と協働した機会でも実施されており、効率性を高め

た。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
計画内容に関するプロジェクトの有効性の阻害要因は終了時評価時点までに確認され

ていない。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

プロジェクトの支援の下で第三国研修に派遣された 1 名のスタッフが他の DIC に異動と

なった。プロジェクトの投入が成果達成に十分還元されなかったとの観点からはプロジェ

クトの効率性を若干低下させたと考えるが、成果達成に重大な影響はもたらしていない。

 
３－５ 結論 

プロジェクトの技術支援によってスバン DIC の検査診断可能な疾病数は大きく増加し（成果

1）、適切な診断サービス（パッシブ・サーベイランス）を行う体制が整備されたとともに、サ

ービス運用能力も強化された（成果 2）。また、プロジェクトで対象とした牛ブルセラ病及び牛

流産サーベイランスの実施を通して通常業務として実施されているアクティブ・サーベイラン

ス全体にも計画立案から実施、分析、フィードバックまでの一連の実施能力が強化された（成

果 3）。これと並行し、地域全体の効果的な家畜疾病対策強化に向けた関係機関の連携体制も確
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立した（成果 4）。これらの成果に加え、スバン DIC は ISO の認証を取得し、家畜疾病診断サー

ビスの品質管理も国際標準で行われているといえる。よってスバン DIC の家畜疾病診断サービ

スの質的、量的向上は図られたといえ、プロジェクト目標は終了時評価時点で達成されている。

これらの成果を評価 5 項目で分析したところ、妥当性、有効性、効率性及び持続性はいずれ

も高い、あるいはおおむね高いと評価された。上記の結果を踏まえ、本プロジェクトは予定ど

おり終了とする。また、インパクトにおいては学術的研究成果の創出や若手人材の育成などの

正のインパクトが認められている。 
 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）知識、技術の維持向上について 
スバン DIC はプロジェクトの実施により検査診断技術やパッシブ・サーベイランス、ア

クティブ・サーベイランス、啓発活動や技術支援活動にかかわる能力を大きく向上させた。

今後もこれらの能力を適切に維持するとともに、新しい知識、技術をさらに獲得するため

の努力を継続する必要がある。 
 
（2）病性鑑定システムの強化に向けた関係機関への啓発活動、技術支援活動の継続 

地域全体として効果的な家畜疾病対策を実現するには、病性鑑定システムが適切に機能

することが求められる。しかしながら、スバン DIC では持ち込まれる検体に質の問題（不

十分な検体採取部位や不適切な保存方法、不十分な疫学情報）から、病性鑑定を適切に実

施できない事例が認められた。その解決に向けてスバン DIC は新しい SOP の運用を開始

したが、スバン DIC は今後も、適切な病性鑑定の実施に必要な検査材料の入手に向けた関

係機関への啓発活動や技術支援活動を継続的に実施する必要がある。 
 
（3）人獣共通感染症の清浄化について 

ブルセラ病の清浄化には、感染家畜のとう汰のための補償制度の整備や感染していない

家畜の導入など多くの課題が残されている。スバン DIC は関係機関による適切な対応の検

討に貢献するため、本病の発生状況や感染状況などについて持続的に正確な情報を提供す

る必要がある。さらに、合同終了時評価チームは、中央政府、地方政府の当局はプロジェ

クトの成果を適切に活用し、ブルセラ病や狂犬病等の人獣共通感染症の撲滅に向けた強い

コミットメントを示すことを提言する。 
 
（4）検査診断機器及び施設設備の維持管理について 

スバン DIC では ISO の要求事項に基づいて、適切なラボ管理、施設管理が実施されてい

る。スバン DIC は今後も継続して劣化を遅らせるための予防的メンテナンスを実施すると

ともに、特に検査診断機器については更新のための予算確保もあらかじめ検討しておくこ

とが望ましい。 
 

（5）PDM の改訂について 
上位目標の指標 1「スバン DIC における家畜疾病診断のための検体数が 2018 年までに

2015 年と比較して 10％増加する。」について、スバン DIC は 2014 年に約 61,000 件の検査

を実施しており、施設の処理能力の上限近くまで増加している。このため、西ジャワ地域

の効果的、効率的な家畜疾病対策に向け、簡易な試験を B/C タイプ・ラボと分担すること

などにより、地域全体としての検査能力の向上を図ることとしている。一方、B/C タイプ・

ラボと協働して検査能力を向上するためには、指標 3「西ジャワ地域における、スバン DIC 
の家畜衛生に関する啓発・技術支援活動の数が、2018 年までに 2015 年と比較して 20％増
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加する」に述べられている啓発活動や技術支援活動を適切に行うことが求められる。この

ため、指標 1 及び 3 については一体的に評価することが適当と考えられる。また、評価す

る検査実績の単位について、同一検体について複数の検査が実施される場合があること、

現状においても、検体数としての実績の把握は困難で、検査数として把握・評価している

ことを考慮し、「検体数」を「検査数」に改める。 
上記の点を考慮し、合同評価チームは指標 1 及び指標 3 を統合し、「スバン DIC 及び管

轄地域の B/C タイプ・ラボ、家畜衛生センターを含めた家畜疾病診断のための検査実施数

が 2018 年までに 2015 年と比較して 10％増加する」を上位目標達成度測定のための新たな

指標とすることを提案する。 
 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

プロジェクトは開始当初より持続性を意識して、一連の活動をスバン DIC の通常業務として

組み込む形で実施し、診断能力向上や業務体制改善を進めてきた。特に、プロジェクトがパイ

ロットサイト活動としたブルセラ病及び牛流産に関する調査活動は、スバン DIC が通常業務と

して実施しているアクティブ・サーベイランスのなかに組み込んで実施された。このことが、

プロジェクト及びスバン DIC 双方の予算措置や協働を円滑化するとともに、持続性の担保や効

率的なプロジェクト活動の実施に貢献した。 
このように、可能な限り先方の業務システムのなかでプロジェクト活動を運営することで、

技術的、財政的持続性が担保されるものと考えられる。ただし、プロジェクトによって新たに

先方業務として開始または継続される必要のあるものに関しては、プロジェクト期間終了まで

に必要な人材等も含めた業務のコスト分析を行っておくことにも留意が必要である。 
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第１章 終了時評価の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）は、畜産業の発展及び生産性向上に対

する主要な活動として、長年、家畜疾病対策に取り組んでいる。特に近年、人獣共通感染症を含

む動物感染性疾病は社会経済的な損失だけでなくヒトの健康を守る観点からも大きな懸念とな

っている。そのため、これらの疾病発生に係るサーベイランスシステムの強化が動物・家畜疾病

対策には重要である。 
インドネシアでは家畜疾病対策のために、家畜疾病診断センター（Disease Investigation 

Center：DIC）が農業省畜産・動物衛生総局（Directorate General of Livestock & Animal Health 
Services：DGLAHS）の下、全国に 8 カ所設立されている（メダン DIC、ブキティンギ DIC、ラ

ンプン DIC、ワテス DIC、デンパサール DIC、バンジャルバル DIC、マロス DIC、スバン DIC）。

これら DIC は A タイプ・ラボと位置づけられ、それぞれ数州を管轄し、家畜疾病診断を実施し

ている。また、各州及び各県レベルには B タイプ及び C タイプ・ラボが配置されている。DGLAHS
下にある A タイプ・ラボでは家畜疾病調査及び診断を実施し、各州にある B タイプ・ラボ、各県

にある C タイプ・ラボでは、それぞれ、州・県が策定する家畜疾病対策による家畜疾病管理を行

っている。インドネシアでは 2000 年より地方分権化が進められており、このような状況下でこ

れらの 3 タイプのラボ間での連携、協働を強化することは、家畜疾病対策を管理するうえで重要

である。 
わが国は 2009 年に無償資金協力プロジェクト「鳥インフルエンザ等重要家畜疾病診断施設整

備計画」により、スバンに DIC 施設を新設し、併せて既存のメダン DIC 及びランプン DIC 施設

の一部改修支援を行った。スバン DIC は首都ジャカルタから約 100km 東に位置し、以前はワテ

ス DIC が管轄していたジャカルタ州、西ジャワ州、バンテン州を新たに管轄している。この 3 州

はインドネシアでも養鶏業が盛んな地域であるため、家畜疾病対策上、非常に重要な地域となっ

ている。新設されたスバン DIC には 47 名のスタッフ（うち技術スタッフは獣医師 21 名・獣医技

術者 16 名）が配置されていたが、これらスタッフの多くは実務経験に乏しく、診断技術も十分

でない者が多い。 
こうした背景の下、インドネシア政府は将来の西ジャワ地域の効果的な家畜疾病対策実現に向

けて、スバン DIC の家畜疾病診断サービスにかかわる組織機能強化を目的とした技術協力プロジ

ェクトの実施をわが国政府に要請した。これを受け、独立行政法人国際協力機構（JICA）は 2011
年 7 月から 2015 年 7 月までの 4 年間の予定で「家畜衛生ラボ能力向上プロジェクト」（以下、

「本プロジェクト」と記す）を開始し、現在派遣中の長期専門家 2 名と短期専門家（延べ 15 名）

による協力を実施中である。 
今回の終了時評価では、2015 年 7 月の事業期間終了を控え、事業全体の活動内容、成果及びプ

ロジェクト目標について評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）に基づ

いて評価し、成果やプロジェクト目標達成や事業終了後の持続性担保に向けた提言、並びに今後

の類似事業の実施にあたっての教訓を抽出することを目的とする。 
 

１－２ 終了時評価の目的 

終了時評価の目的は以下に示すとおりである。 
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（1）最新 PDM（Version 2）（付属資料 2）に基づいてプロジェクトの全体的な進捗をレビュー

し、評価 5 項目の評価基準に従って評価時点でのプロジェクト成果を評価する。 
 

（2）プロジェクトの成果及び目標に対する促進要因及び阻害要因を特定する。 
 
（3）上記の分析結果に基づいてインドネシア側と共同で残りのプロジェクト期間での活動方針

について協議する。 
 
（4）プロジェクト期間終了までのプロジェクト目標の着実な達成に向けた提言を行うとともに、

必要に応じて PDM の見直しを行う。 
 
（5）合同終了時評価報告書に調査結果を取りまとめる。 
 

１－３ 合同終了時評価チームのメンバー 

合同終了時評価チーム（以下、評価チーム）の構成は以下のとおりである。 
＜日本側＞ 

担当分野 氏 名 所 属 現地派遣期間 

団長・総括 要田 正治 JICA 国際協力専門員 2015 年 5 月 17 日〜 

2015 年 5 月 27 日 

家畜疾病診断 中尾 哲也 農林水産省 動物検疫所 

精密検査部 微生物検査課長 

2015 年 5 月 17 日〜 

2015 年 5 月 27 日 

獣医疫学 山本 健久 農業・食品産業技術総合研究所 

動物衛生研究所 ウイルス・疫学研究領域

（疫学） 主任研究員 

2015 年 5 月 17 日〜 

2015 年 5 月 27 日 

計画管理 廣中 進司 JICA 農村開発部 農業農村開発第一グループ

第一チーム ジュニア専門員 

2015 年 5 月 17 日〜 

2015 年 5 月 27 日 

評価分析 井上 洋一 ㈱日本開発サービス 調査部 

主任研究員 

2015 年 5 月 7 日〜 

2015 年 5 月 27 日 

 
＜インドネシア側＞ 

氏 名 所 属 

Dr. Nilma Lubis 
Senior Veterinary Officer, Sub Directorate of Animal Disease Surveillance, 
Directorate of Animal Health, DGLAHS 

Dr. M. Farid. AZ Senior Veterinary Officer, JICA Project Management Unit, DGLAHS 

Dr. Megawaty Iskandar 
Veterinary Officer, Sub Directorate of Institutional and Animal Health 
Resources, Directorate of Animal Health, DGLAHS 

Ms. Yuliana Susanti 
Senior Officer, Subdivision Cooperation and Public Relation, Planning 
Division, DGLAHS 
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現地調査は、2015 年 5 月 8 日から 26 日にかけて実施され、サイト視察、インタビュー、プロ

ジェクト報告書等の関連文書レビューを行った（付属資料 1）。 
 

１－４ プロジェクトの枠組み 

プロジェクトの実施機関及び関連機関、対象地域、受益者は、以下のとおりである。また、最

新 PDM である Version 2（付属資料 2）に示されるプロジェクトの要約（プロジェクト目標、成

果、活動）を以下に示す。 
（1）ターゲット・グループ：スバン DIC の職員 

 
（2）プロジェクト・サイト：スバン DIC 

 
（3）実施機関：農業省 DGLAHS 動物衛生局（Directorate of Animal Health：DAH） 

 
（4）最新の PDM（2013 年 5 月 23 日：Version 2） 
 
上位目標 西ジャワ地域（スバン DIC 管轄地域）の家畜疾病対策が強化される。 
プロジェクト目標 スバン DIC の家畜疾病診断サービスの質・量が向上する。 
成果 成果 1：スバン DIC スタッフが基本的かつ体系的な家畜疾病診断技術を習得す

る。 
成果 2：スバン DIC スタッフの、顧客の立場に立った検体診断サービス（パッ

シブ・サーベイランス）に係る実施能力が強化される。 
成果 3：スバン DIC スタッフのパイロットサイトにおける、疾病調査及び疾病

対策技術支援（アクティブ・サーベイランス）の実施能力が強化される。 
成果 4：スバン DIC スタッフが、管轄地域内の獣医技術者・獣医師・農家に必

要な家畜衛生に係る情報提供（ニューズレター、巡回意見交換等）、啓発活動、

技術支援活動を継続的に実施する。 
活動 活動 1 

1-1. スバン DIC スタッフが、スバン DIC の診断技術の現状及びニーズ調査を

実施する。 
1-2. スバン DIC スタッフが、調査結果に基づき、ラボに必要な診断技術（疾

病の種類、診断方法、レベル等）及び習得度目標値を設定する。 
1-3. スバン DIC スタッフが、ラボごとに診断技術の技術習得計画を策定する。

1-4. スバン DIC スタッフが、講師リソース〔日本人専門家、スバン DIC、他

DIC、インドネシア獣医学研究所（ Indonesian Research Centre for 
Veterinary Science：IRCVS）、国立動物医薬品検査所（National Veterinary 
Drug Assay Laboratory：NVDAL）、大学の畜産学科職員〕の候補者リスト

を作成する。 
1-5. スバン DIC スタッフが、講師リソースから計画された診断技術の移転を

インドネシア国内、日本、第三国研修を通じて受ける。 
1-6. スバン DIC スタッフが、講師リソースによる診断技術の熟達度試験

（Proficiency Test 等）を受ける。 
活動 2 
2-1. スバン DIC スタッフが、スバン DIC における診断検体の受領と診断の流
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 れの現状を分析する。 
2-2. スバン DIC スタッフが、フィールドからの診断用検体送付の現状を分析

する。 
2-3. スバン DIC スタッフが、スバン DIC における診断用検体受領と診断の流

れの改善策を策定する。 
2-4. スバン DIC スタッフが、スバン DIC における診断サービスの改善策を実

施する。 
2-5. スバン DIC スタッフが、改善策実施後をモニタリング（検体受領・診断

フロー、所要日数、顧客の意見等）し、フィードバックする。 
活動 3 
3-1. スバン DIC スタッフが、畜産振興地域のなかからパイロットサイト選定

のための事前現地調査を行う。 
3-2. スバン DIC スタッフが、疾病調査と対策活動のためのパイロットサイト

を選定する。 
3-3. スバン DIC スタッフが、パイロットサイトの B/C タイプ・ラボと連携し

て、地域の畜産振興特性を考慮した疾病調査を計画し実施する。 
3-4. スバン DIC スタッフが、パイロットサイトの調査結果を分析し、提言レ

ポートを作成する。 
3-5. スバン DIC スタッフが、パイロットサイトにおける活動実施による家畜

衛生状況のモニタリングとフィードバックを行う。 
活動 4 
4-1. スバン DIC スタッフが、スバン DIC の管轄地域 3 州の獣医技術者・獣医

師・農家への情報提供、情報交換のために定期刊行ニューズレターを発行

する。 
4-2. スバン DIC スタッフが、パイロットサイトの B/C タイプ・ラボと連携し、

獣医技術者・獣医師・農家との情報交換のために必要な、その他の手段（巡

回意見交換会等）または場づくりの活動を検討し、実施する。 
4-3. スバン DIC スタッフが、パイロットサイトの獣医技術者・獣医師・農家

に必要な衛生改善の啓発活動・技術支援活動を計画する（他の JICA プロ

ジェクトの啓発活動用の成果品を活用する）。 
4-4. スバン DIC スタッフが、パイロットサイトの B/C タイプ・ラボと連携し、

獣医技術者・獣医師・農家に継続可能な啓発活動・技術支援活動を実施す

る。 
4-5. スバン DIC スタッフが、活動のモニタリングと次にとるべきアクション

へのフィードバックを行う。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

終了時評価は「JICA 事業評価ガイドライン」第 1 版及び第 2 版（それぞれ 2010 年 6 月、2014
年 5 月）に沿って実施された。実績・実施プロセスの確認と 5 項目評価を行うための調査項目に

ついて、何をどのように実施したらよいのか具体的な方法を検討するため、評価設問、必要な情

報・データ、情報源、データ収集方法について一覧表で示した評価グリッド（付属資料 3-1、3-2）
を作成した。 

評価チームのメンバーは評価グリッドに基づき、カウンターパート（Counterpart：C/P）や各関

係機関、JICA 専門家に対して質問票やインタビューを実施し、プロジェクトのレビューを実施し

た。 
調査結果は日本−インドネシア合同で PCM（プロジェクト・サイクル・マネジメント）の常法

に則り、最新の PDM Version 2 に基づいてプロジェクト成果の到達度の確認及び評価 5 項目での

分析を実施し、合同評価報告書を取りまとめた。 
本終了時評価に用いた評価 5 項目の概説を表－１に示す。 
 

表－１ 評価 5 項目の概説 

評価 5 項目 概 説 

妥当性 

プロジェクトの目標（PDM のプロジェクト目標、上位目標）が、受益者のニーズと

合致しているか、援助国側の政策と日本の援助政策との整合性はあるかなど、「援助

プロジェクトの正当性」を検討する。終了時評価での妥当性評価は、現状・実績に

基づいて検証作業を行う。 

有効性 

PDM の「プロジェクトの成果」の達成度合いと、それが「プロジェクト目標」の達

成にどの程度結びついたかを検討する。終了時評価での妥当性評価は、現状・実績

に基づいて検証作業を行う。 

効率性 

プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握する。各投入のタ

イミング、量、質の適切度を検討する。終了時評価での効率性評価は、現状・実績

に基づいて検証作業を行う。 

インパクト 
プロジェクトが実施されたことにより生じる直接・間接的な正負の影響を検討する。

終了時評価でのインパクトは、予測・見込みに基づいて検証作業を行う。 

持続性 

援助が終了した後も、プロジェクト実施による便益が持続されるかどうか、自立発

展に必要な要素を見極めつつ、プロジェクト終了後の自立発展の見通しを検討する。

終了時評価での持続性評価は、予測・見込みに基づいて検証作業を行う。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス  
 

３－１ 投入 

（1）日本側投入実績 
以下に、2014 年 12 月時点のプロジェクトに対する日本側からの投入を示す。詳細は付属

資料 4～9 を参照のこと。 
構 成 投 入 

JICA 専門家の派遣 長期専門家：延べ 3 名（チーフアドバイザー/家畜衛生管理、業務調整/家
畜衛生広報、獣医診断技術/疫学）（合計 121.8 人/月、プロジェクト期間終

了時点の見込値） 
短期専門家：延べ 17 名（病理診断技術、獣医疫学、寄生虫症診断、獣医

公衆衛生、臨床診断、血清診断、病性鑑定、生化学診断、実験室維持管理）

（合計 28.1 人/月） 
ローカルスタッフ雇用 事務職員：延べ 2 名、システムエンジニア：1 名、フィールド・トレーナ

ー：1 名、ドライバー：延べ 4 名 
資機材の提供 デスクトップ/ノート PC、コピー機、乗用車（4WD）、冷却微量遠心機、

CCD カメラ&モニター付顕微鏡等検査診断に必要な機器  
本邦研修/第三国研修 本邦研修：17 名（人獣共通感染症対策、獣医技術研究、国際獣疫対策上級

専門家育成、パラメディック獣医診断技術） 
第三国研修：3 名〔東南アジア向け発生源における鳥インフルエンザ診断

（マレーシア）：1 名、タイ国ブルセラ病診断・サーベイランス研修：2 名〕

その他の活動費 会議等費用負担等：6,209 万 5,000 IDR（インドネシアルピー） 

 
（2）インドネシア側投入実績 

以下に、2014 年 12 月現在のプロジェクトに対するインドネシア側からの投入を示す。詳

細については付属資料 8 及び 9 を参照のこと。 
構 成 投 入 

C/P 配置 延べ 64 名 
－農業省 DGLAHS：延べ 6 名 
－スバン DIC：延べ 58 名 

施設及び資機材 スバン DIC 内プロジェクト事務室、机、椅子、雑品目、他 
現地活動費 637 億 755 万 8,600 IDR（2011～2014 年 執行済み 2015 年予算申請額） 

 

３－２ プロジェクトの実績 

（1）プロジェクト活動の実績 
成果に係るプロジェクト活動実績を以下に示す。 

成果 1：スバン DIC スタッフが基本的かつ体系的な家畜疾病診断技術を習得する。 
活 動 達成事項 

1-1. スバン DIC スタッフが、ス

バン DIC の診断技術の現

状及びニーズ調査を実施

する。 

・ プロジェクト開始直後より、以下の対象、内容のベースライ

ン調査を実施した。 
－DIC 内部  

診断能力、個々の疾病の診断数、日常業務や設備等の状況 
－DIC 外部 
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 地域の畜産業の状況、地方自治体や農業協同組合等 27 施設に

対する質問票による調査（一般情報、疾病疑い家畜からの検

体提出、能動的サーベイランス、家畜衛生に関する研修、DIC
から依頼者への調査結果やコメント等のフィードバック） 

・ 上記の調査結果に基づいて PDM 指標の目標値等が決定され、

2012 年 3 月 14 日に開催された第 1 回合同調整委員会（Joint 
Coordination Committee：JCC）で Version 1 として承認された。

1-2. スバン DIC スタッフが、調

査結果に基づき、ラボに必

要な診断技術（疾病の種

類、診断方法、レベル等）

及び習得度目標値を設定

する。 

・ ベースライン調査の分析結果に基づき、プロジェクト対象サ

イト及び対象疾病の選定、プロジェクト活動計画の策定が行

われ、第 1 回 JCC で承認された。  
・ また、同調査の分析に基づき、スバン DIC の 8 つのラボごと

に達成すべき技術/サービスが詳細に項目化され、技術向上の

ための方法や達成指標、達成時期等を示した「プロジェクト

技術到達目標シート」が作成された。 
・ 同シートの作成は 2012 年第 1 四半期に実施され、第 3 四半期

までにすべてのラボで完成した。 

1-3. スバン DIC スタッフが、ラ

ボごとに診断技術の技術

習得計画を策定する。 
1-4. スバン DIC スタッフが、講

師リソース（日本人専門

家、スバン DIC、他 DIC、
IRCVS、NVDAL、大学の畜

産学科職員）の候補者リス

トを作成する。 

・ JICA 短期専門家はプロジェクト活動計画（PO）に従って計画

され、必要な時期に必要な期間派遣された。終了時評価時点

までに延べ 17 名の短期専門家が派遣された（延べ 842 日、28.1
人/月）。  

・ これに加え、各分野でインドネシア国内の講師リストが 2012
年第 1 四半期までに作成され、プロジェクトの研修等に活用

された。  
・ インドネシアの国内講師リソースは多くの機関から選定（主

に大学教授）され、研修を通じて派遣元の機関との関係も構

築されている。 
・ 講師リストは適宜アップデートされている。 

1-5. スバン DIC スタッフが、講

師リソースから計画され

た診断技術の移転をイン

ドネシア国内、日本、第三

国研修を通じて受ける。 

・ 終了時評価調査時点で合計 16 名の C/P が日本の機関（動物衛

生研究所、北海道大学、帯広畜産大学）で「獣医学技術研究」、

「人獣共通感染症対策」、「パラメディック獣医学診断技術」、

「国際獣疫対策上級専門家育成」のテーマで研修を受けてい

る（終了時評価時点で 1 名が研修中、プロジェクト期間終了

時点での見込み人/月は 103.5）。 
・ 第三国研修は、1 名がマレーシアにおいて「東南アジア向け発

生源における鳥インフルエンザ診断」（2011 年 10 月、0.8 人/
月）、2 名がタイにて「ブルセラ病診断・サーベイランス研修」

（2012 年 6 月、合計 0.6 人/月）に参加した。 
・ 国内研修は、合計 41 の研修にスバン DIC 職員や B タイプ・ラ

ボ職員、地方自治体職員などプロジェクト関係者が多数参加

した。 
・ なお、プロジェクトは JICA 専門家及びスバン DIC 職員が発表

者となるセミナー・会議を 65 回開催し、発表タイトル数は 133
である。 
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1-6. スバン DIC スタッフが、講

師リソースによる診断技

術の熟達度試験（Proficiency 
Test 等）を受ける。 

・ 2013 年まで国際獣疫事務局（World Organization for Animal 
Health：OIE）が認証したオーストラリア動物衛生研究所

（ Australian Animal Health Laboratory ： AAHL ） に よ る

Proficiency Test、及びインドネシア国内のラボの平準化を目的

とした独自の検査規格の 2 種類が存在していた。  
・ 農業大臣は 2012 年にワテス DIC を鳥インフルエンザの国家リ

ファラルラボと指定し、ワテス DIC が 2013 年より検査の制度

保証メカニズムを運営している。 
・ スバン DIC では、他の DIC や NVDAL などの検査施設間の平

準化を目的とした Proficiency/比較試験がブルセラ病、HPAI、
狂犬病などについて延べ 103 回実施されている。 

・ なお、ISO 認証（成果 1 の達成度を参照）に伴い、毎年の

Proficiency Test（または他 DIC との診断結果比較）が義務づけ

られたため、今後確実に継続される見込みである。 

 

成果 2：スバン DIC スタッフの、顧客の立場に立った検体診断サービス（パッシブ・サーベイラン

ス）に係る実施能力が強化される。 
活 動 達成事項 

2-1. スバン DIC スタッフが、ス

バン DIC における診断検

体の受領と診断の流れの

現状を分析する。 

・ 2011 年第 4 四半期から 2012 年第 1 四半期にかけて実施された

ベースライン調査により、スバン DIC の検体の流れ、診断及

び診断用検体送付の現状が調査、分析された。 
・ スバン DIC の各ラボで課題は異なるものの、成果 1 で確認さ

れた新規技術の獲得や検査技術の向上の必要性のほかに、検

査実施に必要な機材、器具の整備や業務の効率化、機器メン

テナンスの必要性などの課題が明確にされた。 
・ また、搬入される検体の質（採取部位の不足、検体量の不足、

不適切な保存方法、疫学情報の不足等）の問題も確認された。

2-2. スバン DIC スタッフが、フ

ィールドからの診断用検

体送付の現状を分析する。 

2-3. スバン DIC スタッフが、ス

バン DIC における診断用

検体受領と診断の流れの

改善策を策定する。 

・ 2011 年第 4 四半期から 2012 年第 1 四半期にかけて、スバン

DIC 全体で検体受領と検査診断の流れに関する改善策を取り

まとめた。 
・ 2012 年 3 月に実施された第 1 回 JCC 以降、スバン DIC は上記

計画に基づいて報告システムを開発するなど、継続的に検査

診断サービスの改善に取り組んでいる。 
・ 終了時評価時点では、各ラボのチーフがおおむね適切な最終

診断を行える能力を備えていることが JICA専門家により確認

されている。また、2014 年にはスバン DIC は ISO17025 の認

定を受けており、検査施設としての管理体制が国際的な規格

に準じていることが証明されている。 
・ 上記のとおり DIC 内部の検体診断サービス体制は大きく向上

したが、終了時評価調査時点でも検体の質や依頼検体に付随

する疫学情報の記載が不十分な場合も多く、今後も引き続き

B/C タイプ・ラボの職員も含む依頼元への啓発・教育が必要で

ある。 

2-4. スバン DIC スタッフが、ス

バン DIC における診断サ

ービスの改善策を実施す

る。 
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2-5. スバン DIC スタッフが、改

善策実施後をモニタリン

グ（検体受領・診断フロー、

所要日数、顧客の意見等）

し、フィードバックする。 

・ スバン DIC は ISO9001 及び ISO17025 規格の要求事項の基づ

き、検体診断サービス体制のモニタリングが定期的に実施さ

れている。 
・ これに加え、スバン DIC は毎年顧客満足度調査を実施してお

り、顧客の立場に沿ったサービスの向上に努めている。 

 
成果 3：スバン DIC スタッフのパイロットサイトにおける、疾病調査及び疾病対策技術支援（アク

ティブ・サーベイランス）の実施能力が強化される。 
活 動 達成事項 

3-1. スバン DIC スタッフが、畜

産振興地域の中からパイ

ロットサイト選定のため

の事前現地調査を行う。 

・ 2011 年第 4 四半期から 2012 年第 1 四半期にかけて実施された

ベースライン調査により、パイロットサイト選定のための基

礎情報を収集した。  
・ 国家的優先疾病と指定された 5 つの疾病〔狂犬病、高病原性

鳥インフルエンザ（High-Pathogenic Avian Influenza：HPAI）、
ブルセラ病、炭疽、豚コレラ〕のうち、罹患率が高く対策が

十分でない牛ブルセラ病を対象疾病として選定した。特にス

バン DIC の所在地である西ジャワ州では乳牛数が多く、高い

罹患率が見込まれているものの、正確なサーベイランスデー

タは得られていなかった。ジャカルタ首都特別州では東ジャ

カルタ地域で補体結合反応試験（Complement Fixation Test：
CFT）の陽性率が高い〔15.3％（25/163）〕というデータが得ら

れていることを考慮し、ここをパイロットサイトに選定した。

バンテン州ではブルセラ病の報告数はゼロであったことか

ら、ブルセラ病の清浄性の確認が必要性とされた。 
・ また、2014 年からは牛ブルセラ病に関連して牛流産サーベイ

ランスを開始した。牛流産サーベイランスはバンテン州の水

牛と西ジャワ州レンバン地区の乳牛を対象としていたが、西

ジャワ州政府の要請によりパンガレン県でも実施することと

した。 

3-2. スバン DIC スタッフが、疾

病調査と対策活動のため

のパイロットサイトを選

定する。 

3-3. スバン DIC スタッフが、パ

イロットサイトの B/C タイ

プ・ラボと連携して、地域

の畜産振興特性を考慮し

た疾病調査を計画し実施

する。 
 

・ プロジェクト開始後、獣医疫学分野の JICA 短期専門家を中心

としてスバン DIC の疫学ラボの現状と問題点を把握し、サー

ベイランス地域の選定方法、サンプリング手法、データ解析

手法に関する技術移転を行った。その後、2012 年 1 月から 2
月にかけて、細菌診断担当の JICA 長期専門家がブルセラを分

離・同定するマニュアルを作成し、選択培地の作製、ブルセ

ラ・アボルタスの培養を開始した。 
・ 牛ブルセラ病について、2012 年 4 月から 7 月にかけて技術移

転された「実用的な疫学の概念」、「疫学的的解析を目的とし

た野外調査の方法」、「疫学的手法によるデータ解析方法」を

基礎とし、牛ブルセラ病サーベイランスを実施した。調査し

た 5,400 頭の血清についてローズベンガル凝集試験によるス

クリーニングを行った結果、抗体陽性率は 3.2％（173/5,400）
であった。 

・ 2013 年から実施された乳牛の牛ブルセラ病サーベイランスの

結果は以下のとおりである。 
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 －DKI ジャカルタ 
東ジャカルタ県の酪農コロニーで B タイプ・ラボと協働し、

全頭の個体識別体制の構築とブルセラ病調査を実施したと

ころ、1,567 頭中 128 頭（8.2％）が陽性であった。 
－西ジャワ州 

ブルセラ病サーベイランスを実施し、県ごとの有病率を推定

した。州全域 433 農場のブルセラ抗体保有率は約 4％と推定

された。  
－バンテン州 

水牛飼養農家への質問票調査及びブルセラ病調査を実施し

たところ、調査した 1,955 頭のすべてが陰性であった。一方

で、バンテン州で水牛を飼育している農家の約 20％で流産が

発生していることが明らかとなった。なお、バンテン州で本

格的なブルセラ病サーベイランスを実施したのは、これが初

めてである。 
・ 2014 年 3 月から 7 月にかけて、DKI ジャカルタ、西ジャワ州、

バンテン州の 3 州で牛及び水牛 8,026 頭のブルセラ病サーベイ

ランスを実施した結果、抗体保有率は 0.57％であった。抗体

保有率は 29県中 23県で 0.0％であったが、スメダン県で 6.8％、

バンドン県で 4.2％、東ジャカルタ県で 3.7％と、有病率に偏

りがあることが確認された。 
・ 牛流産サーベイランスは 2014 年 9 月から 11 月にかけて西ジ

ャワ州パンガレン地区及びレンバン地区で実施された。スバ

ン DIC の疫学ラボが JICA 専門家の助言を受けながら、アクテ

ィブ・サーベイランスの計画策定、調査票の作成、データ解

析を主導的に行い、細菌ラボ（ブルセラ、サルモネラ、カン

ピロバクター）、ウイルスラボ（アルボウイルス）、寄生虫ラ

ボ（血中及び糞便中の寄生虫）、病理ラボが参加、実施してお

り、ブルセラを中心とする細菌、ウイルス、寄生虫の流産へ

の影響を調査した。主な調査結果は以下のとおりである。 
－ブルセラ病 

CFT での血清中のブルセラ抗体陽性率は 6.3％（760 検体中

48 検体）であった。また、膣ぬぐい液 50 検体から分離した

ブルセラを疑う株の 1 つが生化学的性状検査と PCR 検査で

ブルセラ・アボルタスであることが確認され、2014 年にス

バン DIC で過去の疑い検体から確認された 2 例を併せ、合

計 3 頭からのブルセラ・アボルタスを確認した。 
－牛の早、流、死産の一因となるアルボウイルスについて、

526 血清検体中 383 検体（72.8％）でアルボウイルスの一種

であるアカバネウイルスに対する抗体陽性を示した。また、

中和反応を用いた抗体保有率と抗体価を測定した。 
・ なお、スバン DIC と本プロジェクトとの共同作業の 1 つとし

て、HPAI を中心としたスバン DIC のサーベイランス事業にお

けるサルモネラ分離のための糞便採取を継続し、分離したサ

ルモネラの血清型別を行っている。さらに、鶏糞便に加えて 
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 病鶏も採取し、病理組織学的検査と細菌学的検査を継続して

いる。その結果、スバン DIC において初めて、鶏からマイコ

プラズマを分離した（2012 年 4 月）。 
3-4. スバン DIC スタッフが、パ

イロットサイトの調査結

果を分析し、提言レポート

を作成する。 

・ プロジェクトは各州のパイロットサイトにおいて関係者〔州・

県政府事務所（Provincial/District Office：DINAS）、B タイプ・

ラボ、酪農協等〕や酪農家を対象として適宜会議やワークシ

ョップを開催し、サーベイランス結果の共有を行うとともに

今後のサーベイランス計画や対策について協議した。バンテ

ン州の疾病リスク分析結果、ジャカルタ州の個体識別体制構

築についても、各種報告書や会議で示した。 
・ プロジェクト全体としても、管内調整会議等を毎年実施し、

分析した調査結果を関係機関に提示している。 
・ ただし、アクティブ・サーベイランスの包括的な分析は終了

時評価時点で継続中であり、最終的な提言レポートは疫学ラ

ボスタッフによる日本での解析結果も踏まえ作成する予定で

あり、完成は 2015 年 10 月頃となる見込みである。 
3-5. スバン DIC スタッフが、パ

イロットサイトにおける

活動実施による家畜衛生

状況のモニタリングとフ

ィードバックを行う。 

・ 活動 3-4 に記載したとおり、サーベイランスの結果は適宜関係

者に共有されている。 
・ また、家畜衛生状況のモニタリングを目的に、家畜疾病マッ

プを毎年作成し関係機関に配付している。同マップは B/C タ

イプ・ラボや簡易獣医診療所（Center for Animal Health：
PUSKESWAN）の検査実績もスバン DIC の実績に統合されて

いる。また、検査数、陽性数、検査地点も把握できる。 

 
成果 4：スバン DIC スタッフが、管轄地域内の獣医技術者・獣医師・農家に必要な家畜衛生に係る

情報提供（ニューズレター、巡回意見交換等）、啓発活動、技術支援活動を継続的に実施する。 
活 動 達成事項 

4-1. スバン DIC スタッフが、ス

バン DIC の管轄地域 3 州の

獣医技術者・獣医師・農家

への情報提供、情報交換の

ために定期刊行ニューズ

レターを発行する。 

・ 2010 年 10 月及び 2012 年 2 月にプロジェクト紹介パンフレッ

トをそれぞれ 500 部、1,000 部作成し、中央レベルの関係機関、

州・県の畜産局、農協、農家等に配付した（付属資料 10）。 
・ ニューズレターの代替えとして、インターネットへのアクセ

スが可能である獣医技術者、獣医師等向けに 2011 年 12 月に

スバン DIC のホームページを立ち上げ、毎月セミナー開催情

報、管内家畜疾病発生状況などの内容の情報を発信している。

ホームページの活用の事例として、DINAS や B タイプ・ラボ

は DIC が毎年示す疾病マップを活用して、翌年度のサーベイ

ランス計画を立てている。また、診断可能項目や価格の確認

等にもホームページは利用されている。今後はホームページ

上で診断依頼・結果確認をできるようにするほか、技術関連

情報をより充実させるよう、疫学ラボが中心となり計画が進

められている（完成はプロジェクト期間終了後の見込み）。 
なお、ニューズレターは JICA 専門家が中心となって、2013
年 10 月に 1 回発行されている。 
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 ・ 2012 年 2 月に、プロジェクトは B/C タイプ・ラボや酪農家を

対象とした家畜疾病啓発に関するインドネシア語のパンフレ

ット 8 種類を各 1,000 部作成し、中央レベルの関係機関、州・

県の畜産局、農協に配付した。2013 年 3 月には同パンフレッ

トの改訂版を作成し、同様に配付している。また、これらの

パンフレットはスバン DIC が実施するアクティブ・サーベイ

ランスの機会にも畜産農家等に配付されている。 
・ プロジェクト及びスバン DIC 紹介のカレンダーをインドネシ

ア側予算にて 100 部作成し、関係機関に配付した（2012 年 1
月、2013 年 1 月、2014 年 1 月、2015 年 1 月）。 

・ 2013 年 2 月に「BSE 診断のための牛脳サンプリング手法」の

技術紹介ビデオを 40 部作成し、州・県畜産局（食肉処理場）、

国立・州立関係機関へ配付した。 
・ 2013 年 7 月には、西ジャワ州で 2008～2011 年にかけて実施さ

れた「乳牛生産病対策改善計画プロジェクト」が作成したマ

ニュアルを改訂し、「乳房炎コントロールマニュアル」を作成、

関係機関に 20 部配付した。 
・ プロジェクトは「タイ及び周辺国における家畜疾病防除計画

プロジェクト（2001～2006 年）」及び「ウガンダ国家畜疾病診

断・管理体制強化計画プロジェクト（2010～2014 年）」を参考

に、2015 年 3 月に「診断フローチャートマニュアル –インド

ネシアにおける重要家畜疾病のための参考書−」（英文）を作

成した。終了時評価時点では英語からインドネシア語へスバ

ン DIC が作業中であり、作業が終了次第、関係機関へ配付す

る予定である（50 部）。 
・ その他、年報や家畜疾病マップも作成し、関係者に配付して

いる。 
4-2. スバン DIC スタッフが、パ

イロットサイトの B/C タイ

プ・ラボと連携し、獣医技

術者・獣医師・農家との情

報交換のために必要な、そ

の他の手段（巡回意見交換

会等）または場づくりの活

動を検討し、実施する。 

・ 2011 年 9 月より管内年次調整会議を毎年 2 回行い、関係機関

〔中央政府（DGLAHS、動物検疫所、家畜衛生研究所、

NVDAL）、州（DINAS、B タイプ・ラボ）、県（DINAS、C タ

イプ・ラボ、PUSKESWAN）〕を集めて啓発活動・技術支援活

動計画の策定と評価を行う体制とした。 
・ B/C タイプ・ラボや PUSKESWAN、酪農協等を対象とする研

修会も 2013 年 6 月以降実施されている。C/P が講師となった

研修会・セミナーは終了時評価までに合計 7 回実施されてお

り、参加者は合計 171 名であった。 
4-3. スバン DIC スタッフが、パ

イロットサイトの獣医技

術者・獣医師・農家に必要

な衛生改善の啓発活動・技

術支援活動を計画する。

（他の JICA プロジェクト

の啓発活動用の成果品を

活用する。） 

・ スバン DIC は 2012 年に研修者宿泊棟を建設し、B/C タイプ・

ラボや PUSKESWAN 獣医師、獣医技術者に対する数多くの診

断技術研修を実施している。 
・ また、活動 4-1 で示したとおり、ホームページやニューズレタ

ー、パンフレットの配付などを通して啓発活動を実施してい

る。  
・ 家畜衛生状況のモニタリングを目的に、家畜疾病マップを毎

年作成し関係機関に配付している。詳細は活動 3-5 を参照のこ

と。 
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 ・ インドネシア政府主催の家畜衛生展示会にブースを出展し、

スバン DIC の業務について広報活動を行った（2012 年 9 月・

4-4. スバン DIC スタッフが、パ

イロットサイトの B/C タイ

プ・ラボと連携し、獣医技

術者・獣医師・農家に継続

可能な啓発活動・技術支援

活動を実施する。 

バンドン、2013 年 10 月・パダン、2014 年 6 月・マラン）。 
・ 家畜農家に対してはサーベイランスの機会に啓発活動を実施

している。しかしながら、農家に対する啓発活動や技術支援

は、県以下の地方政府畜産部局の役割であり、DIC や州の B
タイプ・ラボが直接実施できない現状がある。そのため、彼

らを通した間接的な農家支援にとどまるが、県・郡の DINAS
によるアクティブ・サーベイランス時の農家選定及び仲介、

DIC の診断結果フィードバックに基づいた農家指導やワクチ

ン接種等を行っている。 
・ これらの活動に加え、活動 1-5 で示したとおり、プロジェクト

は JICA 専門家及びスバン DIC 職員が発表者となるセミナー・

会議（65 回開催し、発表タイトル数は 133）を通して、啓発

活動、技術支援活動を実施している（付属資料 11）。また、家

畜疾病サーベイランス指針に係る農業大臣公布検討会議

（2011 年）や全国家畜衛生技術・学術会議（2012 年）など、

インドネシアの中央政府レベルでの会議等にも JICA 専門家、

DIC スタッフが参加し、意見交換やプロジェクト関連成果の

共有を行っている。 
・ なお、他の JICA プロジェクトの啓発活動用成果品の活用状況

については、活動 4-1 を参照のこと。 
4-5. スバン DIC スタッフが、活

動のモニタリングと次に

とるべきアクションへの

フィードバックを行う。 

・ 関係機関を集めた調整会議を年 2 回実施し、計画と評価を行

っている。 
・ 特にパイロットサイト活動では、その年のサーベイランス結

果を検討し、次のアクションへフィードバックしている。 

 
（2）成果の達成 

1）成果 1 
成果 1 の指標の達成度を以下に示す。 

成果 1：スバン DIC スタッフが基本的かつ体系的な家畜疾病診断技術を習得する。 
指 標 達成度 

1-1. スバン DIC の対象 8 ラボ

の診断技術習得度が、

2013 年 6 月までにラボご

とに設定された「プロジ

ェクト技術到達目標シー

ト」の目標値に達する。 

・ 中間レビュー（2013 年 5 月）までにシートに設定された診断技

術・サービスにかかわる技術移転はおおむね終了していたが、

DIC スタッフの技術は習熟途上であるとされていた。 
・ 終了時評価時点ではさらなる技術移転を行うとともにスタッフ

の習熟度も向上し、移転された技術はおおむね望ましいレベル

まで向上した。 

プロジェクトの開始後、技術移転する診断に必要な検査・診断機器、設備、材料等が整備され

た。「プロジェクト技術到達目標シート」に記載された技術・サービスの技術移転は中間レビュ

ー時点（2013 年 5 月）までにおおむね終了している。それ以降は OJT（実地訓練）や上記したセ

ミナー等を通して技術・サービスの質が向上し、診断に要する時間も短縮された。スバン DIC で

の検査精度が向上したことは、Proficiency Test 結果待ちでも説明できる。また、プロジェクト開
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始前の 2010 年では診断できる疾病の種類は 13 疾病のみであったが、終了時評価調査時点（2015
年 5 月）では予定した 41 疾病（75 の診断技術）に対する検査診断を自立的に運営できるレベル

に達している（付属資料 18 を参照）。これらの技術移転を通して検査技術や運用が標準化され、

終了時評価調査時点で検査診断プロトコル〔標準操作手順書（Standard Operation Procedure：SOP）〕
58 種類、マニュアル類 3 種類、技術資料 20 種類、様式 6 種類、その他資料 4 種類が整備された。 

上述のとおり、スバン DIC では測定技術それぞれに作成された SOP に沿って標準化された試

験/検査が実施される体制が整えられている。移転された検査診断技術は 75 種類であり、プロジ

ェクト期間終了後も経験を積む必要のある項目もあるが、スバン DIC は 2014 年に国際標準化機

構（ISO）より ISO9001（品質マネジメント規格）の認証及び ISO17025（試験所の能力に関する

規格）の認定を受けていることから、スバン DIC は国家規格や国際規格に準拠した試験方法で、

十分な技量を有する試験員により正確な結果が出せる試験所であり、その品質が担保されたもの

と解釈できる。また、ISO 規格に準拠する形で国内外の機関による Proficiency Test を定期的に実

施することが規定されていることから、外部精度保証システムも適切に整備されたといえる。施

設設備等のメンテナンスのための JICA 専門家も派遣され、作成されたマニュアル4に基づいた管

理が実施される体制となっている。 
これらのことから、スバン DIC では基本的かつ体系的な家畜疾病診断技術が確立されたといえ

ることから、終了時評価時点において成果 1 は達成されたと考えられる。 
 
2）成果 2 

成果 2 の指標の達成度を以下に示す。 
成果 2：スバン DIC スタッフの、顧客の立場に立った検体診断サービス（パッシブ・サーベイラン

ス）に係る実施能力が強化される。 
指 標 達成度 

2-1. スバン DIC の獣医スタッ

フ 1 名以上が、検体の診

断において各ラボの試験

結果を踏まえた最終診断

ができるようになったこ

とをプロジェクトに認定

される。 

・ 中間レビュー時点までは成果 1 にかかわる基本的診断技術移転

が中心であったため、診断サービス部長が 1 名で最終診断を行

っていた（診断結果に基づいたコメントは 12 名の獣医スタッフ

が月替わりで担当）。 
・ 終了時評価時点では、各ラボのチーフが Diagnostician（診断担

当）として月替わりで最終診断を担当する体制となっている。7
名のチーフとも、おおむね適切な最終診断ができていることが

病性鑑定（Comprehensive Diagnosis）の JICA 短期専門家により

認定された。 
2-2. スバン DIC の各ラボのチ

ーフが、ラボの試験結果

を踏まえた適切なコメン

トをフィードバックでき

るようになる。 

・ 7 名のラボチーフはアクティブ・サーベイランス等のプロジェ

クト活動を通して現場の畜産業の実態に関する理解が深まり、

検査結果のフィードバックも、診断結果に基づいたコメントも

より具体的になっている。 

ベースライン調査では、検査診断の基本的技術の獲得や向上（成果 1）に加えて、スバン DIC
内外の検体フローや検査診断サービス運用の標準化・効率化等、病性鑑定システム改善のため課

題が明らかにされた。これに対し、プロジェクトは 2011 年より検体受領から診断の流れに関す

る改善策の推進、報告システムの開発など、継続的にサービスの改善に取り組んできた。成果 1

                                                        
4 DICメダン、DICランプンも対象としたマニュアルである。 
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に示したとおり、プロジェクトの努力によってスバン DIC 内の診断体制は標準化され、ISO17025
の認定を受けたことからも、検査所として適切な検査診断サービスが国際的に標準化された体制

で実施されていると認められる。 
また、上記指標の達成度でも示したとおり、中間レビュー時点では診断サービス部長 1 名によ

る最終診断体制であったが、成果 1 での検査診断の基本的技術移転、成果 3 でのアクティブ・サ

ーベイランス等の活動を通して 7 名のラボチーフの診断結果に基づいた具体的なコメントや適切

な最終判断を行える能力を獲得していることが、JICA 専門家により認められている。 
このように、スバン DIC 内では診断体制が整備されたことにより、顧客の立場に立った検体診

断サービスにかかわる実施能力は向上したといえる。したがって、終了時評価時点において成果

2 は達成されたと考えられる。 
しかしながら、プロジェクト枠組み外ではあるが、B/C タイプ・ラボや PUSKESWAN（DINAS

が直接の依頼者となる）、畜産農家などの依頼者による検体採取や保存、送付方法に不適切なケ

ース〔患畜に関する疫学情報等が不足している、送付される家畜の臓器の数（種類）が少なくて

診断できない、臓器が凍結されていて病理組織学的診断ができない、臓器がホルマリン漬けにさ

れていて微生物の検査ができないなど〕も多く、病性鑑定のみならず検査そのものができない場

合が多いことが認められていた。このような状況に対し、スバン DIC は病性鑑定を行う条件を満

たさない検体は依頼者に返送するとともに、検体採取部位や量、保存方法等を指導するような

SOP を 2015 年 1 月に承認し、運用を開始している。 
 
3）成果 3 

成果 3 の指標の達成度を以下に示す。 
成果 3：スバン DIC スタッフのパイロットサイトにおける、疾病調査及び疾病対策技術支援（アク

ティブ・サーベイランス）の実施能力が強化される。 
指 標 達成度 

3-1. スバン DIC スタッフによ

って、アクティブ・サー

ベイランスが計画・実

施・分析・フィードバッ

クの枠組みに基づいて毎

年実施される。 

・ スバン DIC では、プロジェクト対象疾病、通常業務全体として、

年度初めにアクティブ・サーベイランス計画を作成している。

・  プロジェクト開始前は診断サービス部長が疾病調査の計画立

案・実施の指揮をとっていたが、プロジェクト開始後はすべて

の獣医スタッフ及びパラメディックがアクティブ・サーベイラ

ンスに参加する体制となり、活動結果の分析と翌年の計画立案

への反映について関係者とともに毎年議論されるようになっ

た。 
3-2. スバン DIC の各ラボのチ

ーフが、パイロットサイ

トの疾病調査結果に基づ

いた家畜疾病対策の提言

を作成できるようにな

る。 

・ プロジェクト開始前は疾病調査結果に基づく提言は行われてい

なかったが、アクティブ・サーベイランスは年間 100 回以上実

施されるようになり、各ラボのチーフを含む獣医スタッフが調

査責任者となって、調査結果に基づく提言をその都度現場にフ

ィードバックするようになった。 

スバン DIC ではプロジェクトで対象としている牛ブルセラ病及び牛流産に対してアクティ

ブ・サーベイランスを実施している。これに加え、スバン DIC では通常業務として鳥インフルエ

ンザ（Avian Influenza：AI）、狂犬病、豚コレラ、寄生虫症、炭疽、出血性敗血症、海外悪性伝染

病（牛海綿状脳症、口蹄疫、牛伝染性鼻気管炎等）、繁殖障害、畜産食品（肉・卵・牛乳）など
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年間 10〜12 種類のアクティブ・サーベイランスを実施し、1 回のサーベイランスで対象とする畜

種は 1 種類であるが、1 頭の家畜から複数種のサンプルを採取し、複数の対象疾病に対するサー

ベイランスとしている。また、獣医公衆衛生学ラボは、肉、卵、牛乳等の家畜製品に対するサイ

ーベイランスを実施している。 
プロジェクトでは牛ブルセラ病及び牛流産をパイロットサイトにおけるアクティブ・サーベイ

ランスの対象疾病としているが、プロジェクト開始当初は疫学ラボには疫学や調査手法、解析手

法に関する知識・経験は十分でなく、効果的・効率的なサーベイランスの実施と、それに伴う疫

学的根拠の十分なデータ解析とはなっていなかった。かかる状況のもと、JICA 専門家は 2012 年

のサーベイランス実施に先立ってサーベイランス地域の選定方法、サンプリング手法、データ解

析手法に関する技術移転を行った。疫学ラボスタッフは、JICA 専門家の支援を受けながら、主体

的にサンプリングの方法、調査票の作成、得たデータの解析方法等、サーベイランス実施計画を

作成している。実際のサーベイランス活動や解析も疫学ラボが中心的な役割を果たしている。ま

た、指標 3-2 で示したとおり、スバン DIC では年間 100 回以上のアクティブ・サーベイランスが

実施されており、その都度適切な提言がフィードバックされていることから、スバン DIC では効

果的、効率的なアクティブ・サーベイランスが運用管理されているといえる。 
スバン DIC の持続性を念頭に、プロジェクトではプロジェクトの対象疾患である牛ブルセラ病

及び牛流産サーベイランスを、スバン DIC の通常業務として実施されるアクティブ・サーベイラ

ンスに組み込んでいる。上記指標の達成度にも示したとおり、サーベイランスにはすべての獣医

スタッフ、パラメディックが参加する体制となっており、プロジェクト対象疾病のサーベイラン

スの実施を通じて他の 10〜12 疾病のサーベイランス実施運営能力にも正の影響があったとスバ

ン DIC のスタッフのインタビューで聞き取られている。2015 年 5 月からは DGLAHS が主導する

牛繁殖障害のアクティブ・サーベイランスが開始されており、本プロジェクトで得られた知識、

技能は有効に活用される見込みである。また、プロジェクトの牛ブルセラ病及び牛流産サーベイ

ランスの実施を通じて、DINAS や B/C タイプ・ラボ、酪農協のスタッフの防疫意識やサーベイラ

ンスにかかわる技術にも一定程度の向上が認められたとともに、スバン DIC との連携、協力体制

も強化された。連携に関する一例として、2014 年にレンバンで実施された第 2 回、第 3 回牛流産

サーベイランスには DIC スタッフと JICA 専門家は同行せず、DINAS と酪農協スタッフのみで実

施されたが、陽性検体についてはスバン DIC で確認試験が実施されている。 
このように、疫学ラボが中心となって実施されたプロジェクトのアクティブ・サーベイランス

を切り口として、スバン DIC で実施するアクティブ・サーベイランス全体の能力向上が図られ、

関係機関との連携の下で効果的、効率的なアクティブ・サーベイランスが実施できるようになっ

た。このことから、終了時評価時点での成果 3 は達成されたと考えられる。 
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4）成果 4 
成果 4 の指標の達成度を以下に示す。 

成果 4：スバン DIC スタッフが、管轄地域内の獣医技術者・獣医師・農家に必要な家畜衛生に係る

情報提供（ニューズレター、巡回意見交換等）、啓発活動、技術支援活動を継続的に実施する。 
指 標 達成度 

4-1. スバン DIC スタッフによ

って、管轄地域の獣医技

術者・獣医師・農家を対

象としたニューズレター

が、2012 年 6 月以降、年

2 回定期発行されるよう

になる。 

・ プロジェクト開始前は、スバン DIC はニューズレター等による

情報提供等は実施していなかった。 
・ プロジェクトはニューズレターの代替えとして 2011 年 12 月に

ホームページを立ち上げ、毎月ニュース等の情報発信を行って

いる。インターネットへのアクセスのない対象に向けて紙媒体

でも、スバン DIC 組織紹介や家畜疾病の啓発パンフ（10 種類）、

年報、家畜疾病マップ等を発行し、関係者に配付している。そ

の他、スバン DIC 紹介ビデオやカレンダー、マニュアル等を作

成し、関係機関に配付している（詳細は活動 4-1 を参照）。 
4-2. スバン DIC の各ラボのチ

ーフが、パイロットサイ

トの獣医技術者・獣医

師・農家に対する啓発活

動・技術支援活動の計画

を、2013 年 12 月以降、

毎年策定できるようにな

る。 
 

・ 2011 年 9 月より管内年次調整会議を毎年 2 回行い、関係機関を

集めて啓発活動・技術支援活動計画の策定と評価を行う体制と

した。活動 4-2 で示したとおり、 B/C タイプ・ラボや

PUSKESWAN、酪農協等を対象とする研修会も 2013 年 6 月以降

実施されている。C/P が講師となった研修会・セミナーは終了

時評価までに合計 7 回実施されており、参加者は合計 171 名で

あった。JICA 専門家が講師となる研修も実施されている。 
・ また、アクティブ・サーベイランスはさまざまな対象疾病に対

して年間合計 100 回以上、計画に沿って実施されており、スバ

ン DIC スタッフはフィールド活動の機会に地域の獣医技術者、

獣医師、農家等に対する啓発活動、技術支援活動を継続的に実

施している。  
4-3. 上記 4-2 で計画された活

動の実施率が、年間で

90％以上となる。 

・ 予算等の問題により年度途中に計画を修正することはあるが、

基本的には毎年ほぼ 100％実施されている。 

プロジェクト開始前は管轄地域内の獣医技術者・獣医師に対し DIC スタッフによる家畜衛生に

係る情報提供（ニューズレター、巡回意見交換等）、啓発活動、技術支援活動を能動的に行ってい

なかった。プロジェクト開始後は、成果 4 のホームページやインドネシア語の家畜疾病啓発用パン

フレット等を通して、それらの活動が開始されている。また、年 2 回の調整会議で啓発活動、技術

支援活動の計画が策定されており、これらの活動が継続的に実施される体制が整えられている。 
農家に対する啓発活動や技術支援は、県以下の地方政府畜産部局の役割であり、DIC や州の B

タイプ・ラボが直接実施できない現状がある。そのため、彼らを通した間接的な農家支援にとど

まるが、年間 100 回以上実施されているアクティブ・サーベイランスの機会をとらえ、スバン

DIC スタッフは可能な範囲で啓発活動、技術支援活動を実施している。また、DKI ジャカルタ、

西ジャワ州、バンテン州には合計 41 の県・市があるが、スバン DIC のモニタリングのカバー率

はプロジェクト開始前の 78％（32/41）から 2014 年には 100％（41/41）に増加している。 
このように、スバン DIC では獣医技術者・獣医師・農家に必要な家畜衛生に係る情報提供、啓

発活動、技術支援活動を継続する体制が整備され、成果 1〜成果 3 の活動を通してスバン DIC ス

タッフがそれらの活動を実施する能力が備えられた。したがって、終了時評価時点での成果 4 は
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達成されたと考えられる。 
しかしながら、成果 2 の達成度で示したとおり、スバン DIC での病性鑑定のための検体の問題

（採取部位、保存方法等）により正確な診断ができないケースが散見されている。これらの問題

はプロジェクトの枠組み外の問題であり、成果 4 の活動で診断依頼元に対する技術支援活動も限

界があることから、スバン DIC はプロジェクト期間終了後も根気よく活動を継続する必要性が強

く示唆される。 
 

（3）プロジェクト目標の達成度 
プロジェクト目標の指標の達成度を以下に示す。 

プロジェクト目標：スバン DIC の家畜疾病診断サービスの質・量が向上する。 
指 標 達成度 

1. スバン DIC における年間家畜

疾病診断数・診断疾病の種類

が、プロジェクト終了時点で

35,000 検体、16 種類以上とな

る。 

・ JICA 専門家による技術移転が進むにつれて検査実施数、診

断サービス提供可能な疾病の種類が大幅に増加した。 
・ 2014 年の検査実施数は 61,156 件、実際に診断された疾病の

種類は 32 種類であり、指標の目標値を大幅に超えており、

スバン DIC の検体受け入れ能力の上限に近いレベルに達し

ている。 
2. スバン DIC の検体診断サービ

スにおいて、プロジェクトで

定めた日数内で診断結果を顧

客にフィードバックできるよ

うになる。  

・ 2011 年に実施されたベースライン調査結果にて、診断結果

のフィードバックに要する時間は 1 週間程度の場合が多く、

3 週間以上の場合も 2 割程度ある状況であることが明らかに

なった。診断の種類によって異なるものの診断結果のフィー

ドバックは標準的な日数を大きく超えるものであった。 
・ プロジェクトは検体受領・診断フローの改善や診断技術移転に

取り組み、7 名のラボチーフが適切な最終診断を行う体制が整

えられた。これらのことにより、各疾病で定められた標準日数

内に診断結果が顧客にフィードバックされている。細菌培養や

病理組織診断では 2 週間程度を要するが、その他の血清診断や

寄生虫症検査は 2 日間程度で結果を通知している。 
3. スバン DIC スタッフがパイロ

ットサイトにおいて、地域特

性を考慮した家畜疾病調査の

計画・立案、実施、モニタリ

ング、フィードバックを 1 年

に 2 回/サイト以上実施するよ

うになる。 

・ 牛ブルセラ病及び牛流産に対して、地域特性を考慮したパイ

ロットサイト活動が計画され、それぞれ 2012 年、2014 年か

らアクティブ・サーベイランスが実施されている。計画・実

施・モニタリング・フィードバックは、会議やワークショッ

プ等の開催を通じて、毎年実施されている（2012 年：8 回、

2013 年：22 回、2014 年：17 回）。 
・ スバン DIC は通常業務としてのアクティブ・サーベイラン

ス、プロジェクト活動としてのアクティブ・サーベイランス

にかかわらず、調査結果に基づいた提言を現場にフィードバ

ックしている。 
4. スバン DIC の利用者〔州・県

政府事務所（DINAS）の獣医

技術者・獣医師・農家〕のう

ち調査対象者の 80％が「診断

サービスがプロジェクト実施

前より向上した」と回答する。 

・ スバン DIC 顧客満足度調査結果（「満足」＋「ほぼ満足」）：

2011 年 87.4％、2014 年 94.8％ 
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2011 年のプロジェクト開始後、スバン DIC で必要な検査・診断機器、設備、材料等が整備さ

れたとともに、JICA 専門家や外部講師による実地訓練、本邦研修や第三国研修によってスタッフ

の知識、技術は大きく向上し、診断可能な疾病の数、検査実施数も高い精度を維持しながら増加

している（成果 1）。これには、成果 2 の活動で実施した業務フローの改善（検体受領からフィー

ドバックまでの流れの標準化やラボ診断報告システムの構築など）や診断結果に基づいた適切な

提言に関する能力強化による貢献も大きい。 
成果 3 では取り組みの必要性の高い牛ブルセラ病及び牛流産に対するアクティブ・サーベイラ

ンスをプロジェクトの対象疾病として選定し、パイロットサイトの現状や問題点を明らかにした。

また、スバン DIC では疫学ラボが中心となって、多くのラボがアクティブ・サーベイランスに参

加する体制を構築し、サーベイランスの計画立案から実施、解析・評価の一連の活動を実施する

能力が向上し、他の通常業務として実施されているアクティブ・サーベイランスにも正の影響が

認められている。アクティブ・サーベイランスを通して DINAS や B/C タイプ・ラボ、酪農協な

どの関係機関との連携も強化され、業務の分担なども徐々に進展してきている。 
他方、プロジェクトでは成果 4 の活動として計画的に啓発活動や技術支援活動を行う体制が整

備されるとともに、ホームページやポスター、パンフレットなども多く作成されている。 
 

表－２ Performance of DIC Subang in Diagnostic Services 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、スバン DIC は国際基準に則った検査診断にかかわる品質管理、試験所運営を実現するた

めの努力を継続しており、2013 年に ISO9001 の認証及び 2014 年には ISO17025 の認定を受けて

いる。このことは、スバン DIC ではプロジェクト期間終了後も ISO 規格に準じた検査診断にかか

わる品質管理や適切な試験所の運営がなされることを意味している。他方、診断依頼元による不

適切な検体採取・処理、DINAS や B/C タイプ・ラボ、農協等とのさらなる連携や業務分担、技術

移転活動のカバー率拡大などプロジェクトの枠組み外の課題も発現した。これに対し、スバン

DIC は病性鑑定を適切に行うための新たな取り組みを 2015 年 1 月より開始している（成果 2 の

達成度を参照）。しかしながら、検査コストの増加の対応策等も考慮されているが、新しい取り

組みであることから、今後も継続して新システムが適切に機能するか注視する必要がある。これ

と並行して、スバン DIC はこれまでの活動を着実に継続するとともに、DINAS、B/C タイプ・ラ

ボ等の関係機関のさらなる能力強化も将来の西ジャワ地域の家畜疾病対策強化には必要である。 
以上のことから、スバン DIC の家畜疾病診断サービスの質・量は向上したと考えられたため、

終了時評価調査時点でプロジェクト目標は高いレベルで達成されていると考えられる。 

 

g g
Year

2010 2011 2012 2013 2014

14,875 32,016 47,466 50,544 61,157

Passive N/A N/A 10,392 9,841 N/D

Active N/A N/A 19,555 41,052 N/D

15 22 22 31 32

Number of samples
received

Number oftests performed

Kinds of diagnosable diseases

出所：スバンDIC 
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３－３ 実施プロセスの検証 

（1）プロジェクト・マネジメントと関係者間のコミュニケーション 
プロジェクト開始後は JICA 専門家の支援により定例会議が発足し、はじめの数カ月間は

JICA 専門家も参加していたが、その後は月例会議として継続されている。プロジェクト活動

のマネジメントとして個別の会議開催を頻繁には行っていないが、プロジェクト活動に応じ

て適宜関係部署等との会議を開催し、活動の計画策定、モニタリング、評価はおおむね適切

に実施され、年に 1 回実施される JCC で関係者全体に共有されている。日常的な専門家の活

動報告やプロジェクトの進捗は JICA 専門家の作成する月例報告書で DGLAHS 及びスバン

DIC のすべてのラボに共有されている。また、スバン DIC 外の関係者（DGLAHS、DINAS、
B/C タイプ・ラボ、酪農協など）とは 2011 年 9 月以降半期ごとに管内調整会議が実施されて

おり、JICA 専門家も参加している。また、終了時評価までに延べ 17 名の短期専門家がスバ

ン DIC に派遣されており、着任時の活動計画の打合せや離任時の報告会が DGLAHS（終了

時評価時点 32 回）及びスバン DIC で実施されており、離任後も必要に応じて email 等のコ

ミュニケーションは継続されている。JICA 専門家は開発パートナー会議にこれまで 5 回出席

し、他の機関とプロジェクトの進捗や成果について共有している。これらの会議機会やアク

ティブ・サーベイランスを協働で実施したことなどにより、スバン DIC 内外の関係者のコミ

ュニケーションは良好に維持され、プロジェクト・マネジメントとしても適切であったと考

えられる。 
他方、派遣された JICA 短期専門家の約 2/3 は海外での業務経験が乏しい若手専門家であっ

た。英語によるコミュニケーションに苦慮する場合もあったが、スバン DIC 内での技術移転

はおおむね適切に実施された。スバン DIC 外の関係者との英語でのコミュニケーションが困

難な場合もあったが、適宜、プロジェクトの業務調整員（JICA 長期専門家）が通訳を行った。

なお、プロジェクトでは人材育成の観点から、スバン DIC スタッフによるセミナー等でのプ

レゼンテーションを英語で実施するよう推進するなどの取り組みを継続している。  
 
（2）オーナーシップ及び自立性 

インドネシア側 C/P 機関は実施機関、関係機関とも本プロジェクトに対して強いオーナー

シップを発揮している。具体的には、本邦研修や JICA 専門家による実地訓練以降の活動は

インドネシア側機関主導で実施されており、JICA 専門家（長期及び短期専門家）が側面支援

を行いながら、必要に応じて技術的支援を行っている。 
インドネシア側関係機関もスバン DIC の機能強化を重視し、プロジェクト開始後はスバン

DIC の予算は 2010 年の約 56 億 IDR から 2015 年は約 3 倍の 144 億 IDR に増額している。ま

た、プロジェクトは持続性を念頭に、ブルセラ病サーベイランス等のプロジェクト活動はス

バン DIC の通常業務に組み込んで実施してきた。プロジェクトが主催する研修会や出張を伴

う疾病調査においても、DIC 側が JICA 側で負担できない旅費、日当、会議費などの経費を

負担することにより共同開催という形で実施している。試薬等消耗品の購入もおおむねイン

ドネシア側機関の負担で購入されており、2011 年から 2015 年までのインドネシア側負担率

は約 82％である。さらに、インドネシア側負担で研修参加者用宿舎、公衆衛生ラボ、発電機

小屋、研修棟の建設、鶏舎の増設が行われた。 
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このように、スバン DIC はプロジェクト期間を通して主体的にプロジェクト活動を実施し

ており、インドネシア側の高い財政的コミットメントも示された。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 妥当性 

以下に示す理由から、プロジェクトの妥当性は終了時評価時点で高く維持されている。 
 

（1）インドネシアにおける家畜・動物衛生に関する政策及びターゲット・グループのニーズ、

日本の援助方針とプロジェクト目標の一致性 
2010 年 10 月に実施された事前評価ではインドネシアの家畜・動物衛生に関する政策及び

ターゲット・グループのニーズ、日本の援助政策とプロジェクト目標が合致していることが

確認されているが、その後本プロジェクトの妥当性を損ねるような政策の変更やニーズの変

化等は認められず、その妥当性は終了時評価時点においても維持されている。 
具体的には、詳細計画策定調査及び中間レビューで確認されたとおり、「畜産開発中期計

画 2015-2019」において、地方分権化が進められるなか、国家規格となるような家畜衛生プ

ログラムの新システム構築に向けた取り組みを行うことが重要な課題の 1 つとされている。

本プロジェクトでは西ジャワ地域の家畜・動物衛生を担うスバン DIC の機能強化をプロジェ

クト目標として支援し、プロジェクト活動を通してスバン DIC の検査機能だけでなく、パッ

シブ・サーベイランス、アクティブ・サーベイランスを強化するとともに、DINAS や B/C
タイプ・ラボなどの関係機関との連携強化、能力向上を支援していることから、インドネシ

アの政策とプロジェクト目標の一致性は高く維持されていると考えられる。 
2015 年以降の次期政策は作成中であるが、インドネシアの畜産開発のなかの家畜・動物疾

病対策の重要性は維持されていることが DGLAHS との面談時に確認された。2013 年には統

合家畜衛生情報システム（Integrated Animal Health Information System：iSIKHNAS）の運用を

開始、2014 年には本プロジェクトのアクティブ・サーベイランスの対象疾患であるブルセラ

病に対して、2025 年までの撲滅に向けたロードマップを発表しており、効果的な家畜疾病対

策に向けた政策的努力を行っている。 
他方、インドネシアは 2005 年 7 月に HPAI のヒト感染例が確認されて以降、2012 年 8 月

10 日時点において世界で最も多い 191 の感染例（うち 159 の死亡例）（保健省及び WHO に

よる公表情報）が確認されており、現在も感染例と死亡例の報告が続いている。HPAI ヒト

感染の拡大は感染力の強いウイルス（新型インフルエンザ）への変異を引き起こし、インド

ネシア国内のみならず世界中に多大な感染者と死者を出す可能性が危惧される。そのため、

HPAI ヒト感染の早期検知・早期対応により、新型インフルエンザによる社会的影響を最小

限に抑制することが、インドネシア国内のみならず、国際社会においても強く求められてい

る。HPAI は人獣共通感染症であり、効果的な感染制御のためにはヒト感染だけではなく、

家畜・動物に対するサーベイランスの実施と早期封じ込めが必須である。 
本プロジェクトは地域の家畜衛生対策の一端を担う DIC の機能強化を支援するものであ

り、ブルセラ病及び牛流産サーベイランスの実施能力強化を通して HPAI を含む重要感染症

サーベイランスの実施能力強化をめざすものである（ブルセラ病も国家優先疾病の 1 つであ

る）。JICA のインドネシア共和国国別分析ペーパー（2012 年）において「感染症等の地球規

模課題への対応能力向上に係る支援を重視する」ことが明記されていることから、プロジェ

クト目標は日本の援助政策との整合性も維持されているとともに、地球規模課題対応との観
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点での国際的要求に適うものである。 
 

（2）実施方法の適切性 
1）本プロジェクトで採用した支援アプローチの適切性 

本プロジェクトでは、スバン DIC の検査技術の拡大、強化（成果 1）だけでなく、DIC
として果たすべき機能であるパッシブ・サーベイランス（成果 2）及びアクティブ・サー

ベイランス（成果 3）の実施体制強化を支援している。これらの取り組みはスバン DIC の

家畜疾病診断サービスの質的、量的向上をめざすプロジェクト目標達成に必要な項目を網

羅しており、理論的な破綻もなく、目標達成への成果としてのロジックは成立している。 
他方、西ジャワ地域の家畜疾病対策の強化（上位目標）に向けては、DGLAHS や DINAS、

B/C タイプ・ラボ、地域の酪農協等の能力強化やスバン DIC との連携が必要である。これ

を念頭に、プロジェクトは成果 4 で外部関係者に対する情報提供や啓発活動、技術支援活

動を継続的に実施できる体制整備をプロジェクト活動として PDM に設定していることか

ら、プロジェクトで採用した支援アプローチは非常に高い。 
2）ジェンダーや民族、社会的階層、環境等に対する配慮 

本プロジェクトを実施するうえで、ジェンダーや民族、社会的階層、環境等に対して特

別な配慮が必要となる活動はない。 
 

４－２ 有効性 

以下の理由から、プロジェクトの有効性はおおむね高い。 
 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 
成果及びプロジェクト目標の達成度でも示したとおり、プロジェクトの実施によりスバン

DIC の検査・診断機器や必要な設備が整備され、JICA 専門家の技術移転により 41 疾病に対

する診断技術がおおむね確立している（成果 1）。成果 2 では検体診断サービス（パッシブ・

サーベイランス）を適切に行うための体制整備やスタッフの能力強化が図られ（成果 2）、プ

ロジェクトで対象とした牛ブルセラ病及び牛流産サーベイランスの実施を通して通常業務

として実施されているアクティブ・サーベイランス全体の実施能力が強化される（成果 3）
とともに、スバン DIC 内部のラボ間の連携強化やフィールド活動の機会を活用した関係者へ

の啓発活動や技術支援活動も効果的に実施された。また、将来の西ジャワ地域での効果的な

家畜疾病対策に向け、DINAS や B/C タイプ・ラボ、酪農協等の関係者に対する啓発活動、技

術支援活動を実施する体制もおおむね確立した（成果 4）といえる。これらの成果によって

スバン DIC の家畜疾病診断サービスの質的、量的向上は図られた（プロジェクト目標）とい

え、各成果、プロジェクト目標測定のための指標もおおむね満たされた。スバン DIC は

ISO9001（品質マネジメントシステム）の認証取得及び ISO17025（試験所の能力に関する規

格）の認定を受けたことでこれらの達成事項の品質も担保されたと考えられることから、終

了時評価時点でプロジェクト目標はおおむね達成されたといえる。 
プロジェクト活動を通してスバン DIC スタッフ個々の能力は大きく向上し、検査業務だけ

でなく疾病監視業務、啓発・技術移転業務の質を落とさずに年間検査数を大幅に伸ばしてき

た。また、プロジェクト活動を通して学術的成果も得られ、インドネシア・日本国側双方の
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努力によって望ましい人材育成が図られたと考えられる。しかしながら、スバン DIC は若い

検査施設であり、獣医師及び獣医技術スタッフの年齢の中央値も終了時評価時点でそれぞれ

37 歳及び 32.5 歳である。したがって、プロジェクト期間終了後も継続して新規技術・知識

の獲得に向けた努力が継続されることが望まれる。特に成果 1 に関する検査診断技術の習得

に関して、スバン DIC は予定したすべての疾病の検査診断サービスを提供できるようになっ

ているが、簡易試験キットや酵素抗体法（Enzyme-Linked Immunosorbent Assay：ELISA）

法を用いた比較的簡易な抗体検査のみである疾病もある。いくつかの疾病に関しては病原体

の分離同定ができないものもあり、正確な診断、病性鑑定にはさらなる検査技術の習得や診

断学にかかわると知識・経験の蓄積も必要となり、今後の課題として整理される。 
他方、成果 2 の達成度で示したとおり、適切な病性鑑定を行うための検体の質（採取部位

の不足や不適切な保存方法、疫学情報の不足等）に関する課題があったが、2015 年 1 月より

スバン DIC では運用上の対策を講じている。適切な病性鑑定システムの運用は将来の適切な

家畜疾病対策に必要であることから、本件は「インパクト」の項で検討する。 
 

（2）成果及びプロジェクト目標達成のための外部条件 
1）成果達成のための外部条件「技術移転されたスタッフが、プロジェクト期間中に異動に

ならない」の現状 
終了時評価時点までに第三国研修を受けたスタッフ（獣医師）のうち、1 名が外部へ異

動となった。また、中間レビューまではスバン DIC 全体としての人員不足により、数名が

ラボと総務部との兼務となっていたケースがみられたが、現在は人員の増加もあって問題

はおおむね解消している。また、プロジェクトは終了時評価までに診断セミナーを合計 65
回開催し、133 回のプレゼンテーションを行っている。これにより移転された技術の共有

に向けた努力は継続され、確立した診断技術に対する SOP の整備、ISO9001 規格に準じた

品質マネジメントを行っていることにより、スバン DIC スタッフの離職・異動による成果

達成への影響は最小限にとどめられた。 
2）プロジェクト目標達成のための外部条件「プロジェクト効果を維持するのに十分な予

算・人員が、スバン DIC に継続的に割り当てられる」の現状 
上述のとおり、スバン DIC 全体として人材不足があるものの、プロジェクトによる技術

移転により多くの検査を実施できる人材数が増え、プロジェクト開始当初からスバン DIC
での検査件数は大きく増加したが、品質の保証された検査結果を提供できている。また、

予算に関してもプロジェクト開始後に徐々に増加し、終了時評価調査時点では開始時のお

よそ 3 倍となっており、試薬等を含む消耗品購入経費は、ほぼスバン DIC の経費により賄

われている。 
3）プロジェクト目標達成のための外部条件「家畜疾病対策に関する事業がインドネシア政

府により政策的・制度的に継続される」の現状 
妥当性の項で示したとおり、プロジェクト期間を通して成果やプロジェクト目標達成に

影響を及ぼすようなインドネシアにおける家畜疾病対策にかかわる政策的・制度的な変更

等はなかった。 
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（3）有効性への促進要因 
1）プロジェクト活動を通した学術的成果 

日常業務を通じて学術研究を行い、終了時評価までに 6 報のスバン DIC スタッフが筆頭

著者である論文が審査のある国際誌に掲載されている。このような研究を通して、スバン

DIC スタッフは仮説の立案、研究方法の決定、データ収集と解析、解釈を行い、論文とし

て取りまとめる経験を得た。このことはインドネシアの感染症対策に資するものであると

ともに、アクティブ・サーベイランスの効果的な実施（計画立案から結果の取りまとめま

で）に貢献したと考えられる。 
2）インドネシア側 C/P の技術・知識獲得に対する意欲 

スバン DIC 職員は獣医師（Veterinarian）、獣医技術者（Paravets）のほか、総務部門等を

含めると総勢約 80 名であり、そのほとんどは新規採用の職員である。しかしながら、彼

らは 80 倍の競争率をクリアして採用になったスタッフであり、新規技術の習得や新たな

知識の獲得に対する意欲は非常に高い。よって、スバン DIC には優秀な C/P 人材が確保さ

れていたといえる。特に獣医技術者は経験の浅い職員が多く、プロジェクト開始時は限ら

れた疾病に対して比較的簡易な検査を実施できる程度であったが、4 年間という限られた

期間で検査診断を行える疾患数を大きく伸ばし、それに伴い診断数も年間 6 万回を上回る。

アクティブ・サーベイランスについても、プロジェクト開始前はやみくもにサンプリング

を行っていたところを終了時評価時点では計画策定から結果の取りまとめまでの一連の

作業を自立的に実施できるようになっている。このことはプロジェクトの有効性を大きく

高めたと考えられる。 
 
（4）有効性に対する阻害要因 

有効性に対する阻害要因は、プロジェクト期間を通して観察されなかった。 
 

４－３ 効率性 

プロジェクトの投入が成果達成に転化されない事例があるが、プロジェクトの効率性はおおむ

ね高い。 
 

（1）プロジェクト活動の進捗管理 
プロジェクト開始後、活動に必要な機器、機材の調達、設置が行われ、これと並行して対

象地域の家畜衛生対策の実情やスバン DIC の業務運用システム、検査機能等にかかわるベー

スライン調査が実施された。調査結果に基づき、各ラボで 2015 年までに獲得すべき技術・

サービスが詳細に規定された「プロジェクト技術到達目標シート」が作成され、同シートに

沿って技術移転そのものは JICA 専門家よりおおむね計画どおり実施、中間レビュー時点ま

でにおおむね終了している。中間レビュー以降は日常業務を通した技術定着が図られ、アク

ティブ・サーベイランスや関係機関への情報提供や啓発活動、技術移転活動が順調に実施さ

れた。 
プロジェクト開始以降、JICA 専門家のアドバイスに基づき、DIC 全体の業務を管理する月

例会議が実施されている。また、プロジェクト活動としての会議は定期的に実施されていな

いが、必要に応じた会議の実施や、プロジェクト月例報告書の共有等を通じて情報共有や進
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捗管理が実施されている。 
 

（2）提供された機器及び材料の有効利用 
実施される試験や診断の頻度により差があるものの、プロジェクトにより供与された検査

機器、機材等は有効に活用されている。これらの機器等は ISO の規格に則って日常的なメン

テナンスが適切に実施されている。施設設備に関しても JICA 短期専門家が派遣され、作成

されたマニュアルに基づき、ISO の規格に合致したメンテナンスが実施されている。ただし、

一部の機器（組織切片作成のためのミクロトーム及びガスクロマトグラフィー）は修理が必

要な状況である。他方、現在は施設、機器等も比較的新しいが、今後、それらのライフスパ

ンを適切に維持するために、適切な予防的メンテナンスを継続するとともに、更新の予算等

も考慮する必要がある。 
 

（3）本邦研修及び第三国研修で獲得した知識・技能の有効利用 
終了時評価までに合計 17 名のインドネシア人 C/P が本邦研修に派遣され、多くの知識、

技能を獲得し、スバン DIC でのプロジェクト活動、日常業務に有効に活用している。 
他方、本邦研修やスバン DIC 内での実地訓練で獲得した知識・技術はセミナー等や OJT

を通じてスバン DIC 内外の関係者に共有され、確立した技術は SOP を作成するなどスバン

DIC での定着が図られている。 
上記の結果より、投入の質・量・タイミングは適切であったと考えられる。 

 
（4）効率性に対する促進要因 

1）既存資源の有効活用 
本プロジェクトは、2009 年に日本の無償資金協力によって建設された施設で実施された

技術協力プロジェクトであり、既存の施設設備は本プロジェクトでも最大限活用されてい

る。 
また、本プロジェクトでは現地の講師リソースを活用するようにデザインされており、

講師リストは適宜アップデートされている。また、プロジェクトで作成したマニュアル 2
種は過去の JICA 技術協力プロジェクトの成果品を活用して作成されている（活動 4-1 を

参照）。 
2）スバン DIC の通常業務を意識したプロジェクト活動の実施 

プロジェクトで行った検査診断の基本的技術移転や診断体制の整備、関係機関への啓発

活動、技術移転活動はスバン DIC の通常業務である。プロジェクトで対象としたブルセラ

病及び牛流産に対するアクティブ・サーベイランスについても開始当初より持続性を意識

してプロジェクト活動を実施しており、既にスバン DIC の通常業務として実施されている

アクティブ・サーベイランス業務のなかに組み込んで実施されている。このことはプロジ

ェクトの持続性を担保するとともに、効率的なプロジェクト活動の実施にも貢献している。 
また、関係機関に対する情報提供や啓発活動、技術支援活動（成果 4）はアクティブ・

サーベイランス（成果 3）で関係機関と協働した機会でも実施されており、効率性を高め

ている。 
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3）プロジェクト活動の費用分担 
インドネシア側機関の本プロジェクトに対するオーナーシップは高く、特に大きな財政

的コミットメントが得られている。このことが、インドネシア側機関の主体的なプロジェ

クト活動の実施に加えて、共同事業としての理想的な経費負担に大きく貢献していると考

えられる。 
 

（5）効率性に対する阻害要因 
上記「本邦研修及び第三国研修で獲得した知識・技能の有効利用」で示したとおり、プロ

ジェクトの支援の下で第三国研修に派遣された 1 名のスタッフが他の DIC に異動となった。

プロジェクトの投入が成果達成に十分還元されなかったとの観点からはプロジェクトの効

率性を若干低下させたと考えるが、成果達成に重大な影響はもたらしていない。 
 

（6）その他 
派遣された JICA 短期専門家は海外での業務経験が必ずしも多くない若手の人材もおり、

スバン DIC でも英語でのコミュニケーションを十分に行えない若手スタッフがいた。これに

より英語による技術移転やプレゼンテーションに苦慮するケースもあった。しかしながら、

双方の努力によって最終的には必要な技術移転も行われ、成果達成を大きく阻害することは

なかった。 
 

４－４ インパクト 

プロジェクトの実施によって、以下に示す正のインパクトが確認または期待されている。 
 

（1）上位目標達成の可能性 
これまで示してきたとおり、スバン DIC は診断機能（診断可能な疾病数及び検査方法の増

加）の強化が実現し、パッシブ・サーベイランスの機能も強化された。検査診断サービスの

品質や検査施設としての適切性は ISO の認証、認定を受けたことで国際的にも担保されたと

いえる。また、地域全体として家畜疾病対策を効果的に行うためには外部関係者の能力強化

も必須であるが、スバン DIC では啓発活動や技術支援活動を継続的に実施する体制が整備さ

れ、プロジェクトの活動を通して連携体制も強化されたといえる。 
しかしながら、成果 2 の達成度でも示したとおり、プロジェクトの努力によってスバン

DIC の診断体制はおおむね確立したといえるが、持ち込まれる検体の質の問題（必要な疫学

情報の入手や検体採取部位の不足、不適切な検体の保存状態など）により、病性鑑定を適切

に行えない場合も少なくなかった。このような状況に対し、スバン DIC は病性鑑定を行う条

件を満たさない検体は依頼者に返送するとともに、検体採取部位や量、保存方法等を指導す

るような SOP を 2015 年 1 月に承認し、運用を開始している。検査数増加によるクライアン

トの検査費用負担増が懸念されるが、死亡例については、費用負担が困難な場合は DINAS
経由でスバン DIC に死亡例報告を行うことで、スバン DIC の調査活動としてサンプル採取

と検査が行われるため、クライアントの費用負担の問題を回避しているとのことである。終

了時評価までの約 4 カ月間でこの対応策に大きな問題は生じていないが、今後も引き続きシ

ステムが効果的に機能するかを注視するとともに、外部の関係機関に対する情報共有や啓発
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活動、技術支援活動を地道に継続していくことが求められる。 
また、プロジェクトでの検査診断法に関する技術移転が進むにつれて、スバン DIC での診

断数は 2010 年の約 15,000 件から 2014 年には約 61,000 件と大きく増加した。これはスバン

DIC としての検体処理能力としてはほぼ上限であると考えられる。プロジェクト期間終了後

は上位目標達成に向けてパッシブ・サーベイランスでの病性鑑定実施件数の増加や関係機関

への啓発活動・技術支援活動の強化が必要となるが、スバン DIC でのこれ以上の業務量増加

は困難である。他方、プロジェクト活動を通して B/C タイプ・ラボのスタッフの能力も一定

程度向上し、主要な家畜疾病に対する簡易な検査はおおむね適切に実施できる。調整会議等

で既に業務分担が協議され始めており、実際にアクティブ・サーベイランスをスバン DIC の

支援なしに実施するなどの成果も得られている。プロジェクト期間終了後も関係機関との効

率的な業務分担がより一層進められることが望ましい。 
他方、「有効性」の項でも示したとおり、スバン DIC スタッフの能力強化はおおむね期待

する程度に強化されたといえる。しかしながら、獣医畜産学、検査診断学等は日進月歩で進

歩する。プロジェクト期間は JICA 専門家からの直接指導や email 等で指導を受ける機会があ

ったが、プロジェクト期間終了後は最新の技術に触れる機会は限定的となる可能性も否めな

い。スバン DIC はプロジェクト期間終了後も継続的なスタッフの研修を実施する計画をする

こととしているが、インターネット等も活用して常に最新の情報、技術に触れておくことが

望ましい。また、家畜疾病には AI をはじめとして多くの人獣共通感染症があることから、

効果的な家畜疾病対策には公衆衛生セクターとの効果的な連携、協働が必要である。 
 
（2）その他の正のインパクト 

1）プロジェクト活動を通した学術的成果の創出と検査診断業務への貢献 
スバン DIC はプロジェクト開始以降の 2013 年に果たすべき組織機能として研究機能が

追加され、感染症対策に資する研究の実施や学位取得を推進しており、2015 年 3 月現在で

6 名のスタッフが大学院の修士課程、博士課程に進学している。また、プロジェクト活動

を通していくつかの学術的成果を上げている。具体的には、インドネシアで初めて牛から

のクリプトスポリジウムの分離とマウスへの実験感染の世界で 3 番目の成功例、インドネ

シアで初めてのアカバネウイルスの分離、抗バベシア病薬スクリーニングのための蛍光検

出法の評価5など、学術的に重要な成果も得られており、国際学術誌にも発表されている。

なお、これらの学術的な成果は DIC での業務に直接的に資するものであり、検査所として

の機能を一層強化するものである。一例を挙げれば、DIC スバンでアカバネウイルスの分

離が成功したことにより、このウイルスを用いた中和反応による牛の抗体保有状況の調査

が可能となった。このような学術研究は西ジャワ州のみならず、インドネシア全体の家畜

衛生に資するものであり、プロジェクト期間終了後もこのような取り組みが継続されるこ

とが望ましい。 
2）家畜疾病マップの作成 

プロジェクト開始前の家畜疾病発生状況に関する疫学的データは、スバン DIC だけでな

く B/C タイプ・ラボや動物検疫事務所も所有しており、調査対象の重複などそれぞれのデ

                                                        
5 本邦研修の参加者が日本の大学で実施した研究成果 
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ータの信頼性も十分確保されていなかった。プロジェクト開始後はスバン DIC 管轄地域内

のデータ集計様式等が標準化され、スバン DIC に集約されている。これにより家畜疾病マ

ップの信頼性は向上し、同マップに基づいて DINAS などは活動計画を作成していること

からも、今後より効果的、効率的な家畜疾病対策が実施されることが見込まれる。 
3）スバン DIC と外部関係機関（DINAS や B/C タイプ・ラボ、PUSKESWAN、酪農家等）

との連携強化 
アクティブ・サーベイランスや啓発活動・技術支援活動などのプロジェクト活動を協働

で実施したことにより、スバン DIC と外部関係機関の協力体制が構築された。プロジェク

トはスバン DIC の機能強化に重点が置かれたが、将来の効果的な家畜疾病対策を実現する

ためには、関係機関の能力強化、連携強化が不可欠であることから、プロジェクトを通し

た連携強化は将来の家畜疾病対策に正の影響をもたらすことが期待できる。終了時評価時

点でも、プロジェクトが支援して発足した年 2 回の調整会議によりアクティブ・サーベイ

ランスの分担調整が適切に行われており、以前のような調査対象の重複等はなくなってい

る。また、啓発活動や技術支援活動についても関係機関の予算の分担等も効果的に実施さ

れており、現時点でも効果的、効率的な感染症対策活動への正のインパクトが認められる。 
4）インドネシア側、日本側若手人材の能力強化 

プロジェクトではプレゼンテーションを英語で行うよう支援するなど、インドネシア人

C/P の英語能力向上を推奨しており、特に若手人材の英語能力の向上が図られた。これに

よりインターネット等を活用した学術論文などへのアクセスが容易になり、将来の能力向

上に貢献するものと期待される。また、JICA 短期専門家として派遣された日本人若手人材

も、海外での業務経験を獲得することにより、日本にない疾病に対処する技術者としての

能力向上も期待できる。 
 

（3）負のインパクト 
本事業の実施に起因する負のインパクトは、終了時評価時点において確認されない。 

 
４－５ 持続性 

プロジェクトによって生み出された便益の自立発展、自己展開は終了時評価時点においても一

定程度見込まれる。 
 

（1）政策的、制度的側面 
「妥当性」の項で示したとおり、DGLAHS は家畜疾病対策に対して政策的努力を継続して

おり、家畜疾病監視のための情報システムの構築やブルセラ病撲滅に向けたロードマップの

作成などを行っている。終了時評価時点では次期「畜産開発中期計画 2015-2019」のドラフ

ト作成中であるが、DGLAHS での面談では、畜産開発のなかの家畜疾病対策の重要性は維持

されていることが示された。また、農業省はスバン DIC の研修機関としての機能も期待し、

独自予算で研修員のためのドミトリーを建設している。このように、上位目標となる西ジャ

ワ地域の家畜疾病対策の強化に向けた政策的コミットメントは、プロジェクト期間終了後も

継続されることが見込まれる。 
他方、プロジェクトではアクティブ・サーベイランスの対象疾患としてブルセラ病を選択
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し、パイロットサイトの調査により有病率を明らかにしている。ブルセラ病の清浄化につい

ては、感染家畜のとう汰のための補償制度の整備や清浄地域以外からの家畜の導入制限など

多くの課題があるが、スバン DIC が本病の発生状況や感染状況などについて持続的に正確な

情報を提供することにより、関係機関による適切な対応の検討に貢献することが期待できる。 
 

（2）財政的側面 
「有効性」の項でも示したとおり、プロジェクトは将来の持続性を強く意識し、プロジェ

クトが主催する研修会や出張を伴う疾病調査においても、日本・インドネシア国側機関双方

は明確なコストシェアの下でプロジェクト活動を進めている。また、プロジェクトが技術移

転を行った診断技術はスバン DIC の通常業務で使用されるものであり、プロジェクト活動と

して実施された牛ブルセラ病及び牛流産サーベイランスもスバン DIC の通常業務に組み込

まれた形で実施されている。したがって、これらの活動はプロジェクト期間終了後もスバン

DIC の予算で継続されることが強く見込まれる。試薬等の消耗品購入の 80％以上がスバン

DIC の予算で賄われていることや、スバン DIC に割り当てられる予算がプロジェクト開始前

から約 3 倍に増加していることからも、財政的持続性は期待できる。 
また、スバン DIC を中心として DINAS や B/C タイプ・ラボ、PUSKESWAN 等の関係機関

との連携も進められている。調整会議で費用分担も含めた活動計画が協議されていることか

らも、スバン DIC だけではなく、上位目標達成に連携が必要な関係機関の財政的持続性も一

定程度期待できる。 
 

（3）技術的側面 
「有効性」で示したとおり、スバン DIC で確立した検査診断技術、サービスには SOP が

作成され、ISO の規格に則って質の担保がなされている。スバン DIC を含めて公務員は異動

が一定程度あるものの、上記品質管理システムにより技術的持続性は高く維持されることが

見込まれる。しかしながら、検査診断技術は日々進歩しており、スバン DIC スタッフも常に

新規技術の獲得に向けた努力を継続するとともに、スタッフの離職・異動対策を含めたスバ

ン DIC への技術の定着に向けた対策を講じることも重要である。 
他方、「インパクト」の項で示したとおり、スバン DIC はパッシブ・サーベイランスでの

病性鑑定を適切に実施するための運用上の取り組みを開始したところである。これにより病

性鑑定に必要な検体が適切に採取、保存されることが見込まれるが、同時に B/C タイプ・ラ

ボや PUSKESWAN の獣医師等への技術支援活動も地道に継続していくことが必要である。

スバン DIC との面談では啓発活動、技術支援活動をプロジェクト期間終了後も継続すること

を表明しているが、家畜のオーナーである酪農家等への啓発活動は DINAS が担当する。特

に専門的知識の乏しい酪農家等の知識を向上させ、態度・行動を変容させるには長い年月と

努力を要し、広範囲にわたる管轄地域の酪農家をカバーするには、DINAS は地道な努力を継

続することが求められる。スバン DIC や B/C タイプ・ラボもこれまで同様、DINAS に対し

て必要な技術的支援を継続することが望ましい。 
なお、スバン DIC は 5 年ごとに各ラボの技術習得計画を作成することとしており、終了時

評価時点では次期計画を策定しているところである。 
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（4）総合的持続性 
終了時評価時点でプロジェクト期間終了後の持続性を予測するには限界があるが、本プロ

ジェクトの持続性は一定程度見込まれる。 
 

４－６ 結論 

プロジェクトの技術支援によってスバン DIC の検査診断可能な疾病数は大きく増加し（成果 1）、
適切な診断サービス（パッシブ・サーベイランス）を行う体制が整備されたとともに、サービス

運用能力も強化された（成果 2）。また、プロジェクトで対象とした牛ブルセラ病及び牛流産サー

ベイランスの実施を通して通常業務として実施されているアクティブ・サーベイランス全体にも

計画立案から実施、分析、フィードバックまでの一連の実施能力が強化された（成果 3）。これと

並行し、地域全体の効果的な家畜疾病対策強化に向けた関係機関の連携体制も確立した（成果 4）。
これらの成果に加え、スバン DIC は ISO の認証を取得し、家畜疾病診断サービスの品質管理も国

際標準で行われているといえる。よってスバン DIC の家畜疾病診断サービスの質的、量的向上は

図られたといえ、プロジェクト目標は終了時評価時点で達成されている。 
これらの成果を評価 5 項目で分析したところ、妥当性、有効性、効率性及び持続性はいずれも

高い、あるいはおおむね高いと評価された。上記の結果を踏まえ、本プロジェクトは予定どおり

終了とする。また、インパクトにおいては学術的研究成果の創出や若手人材の育成などの正のイ

ンパクトが認められた。 
他方、インパクトに関連して、上位目標である効果的な家畜疾病対策の実施の実現可能性は一

定程度見込めるものの、その実現をより強固なものとするために、合同評価チームは第 5 章で関

係機関に向けていくつかの提言を行う。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提言 

（1）知識、技術の維持向上について 
スバン DIC はプロジェクトの実施により検査診断技術やパッシブ・サーベイランス、アク

ティブ・サーベイランス、啓発活動や技術支援活動にかかわる能力を大きく向上させた。今

後もこれらの能力を適切に維持するとともに、新しい知識、技術をさらに獲得するための努

力を継続する必要がある。 
 
（2）病性鑑定システムの強化に向けた関係機関への啓発活動、技術支援活動の継続 

地域全体として効果的な家畜疾病対策を実現するには、病性鑑定システムが適切に機能す

ることが求められる。しかしながら、スバン DIC では持ち込まれる検体に質の問題（不十分

な検体採取部位や不適切な保存方法、不十分な疫学情報）から、病性鑑定を適切に実施でき

ない事例が認められた。その解決に向けてスバン DIC は新しい SOP の運用を開始したが、

スバン DIC は今後も、適切な病性鑑定の実施に必要な検査材料の入手に向けた関係機関への

啓発活動や技術支援活動を継続的に実施する必要がある。 
 
（3）人獣共通感染症の清浄化について 

ブルセラ病の清浄化には、感染家畜のとう汰のための補償制度の整備や感染していない家

畜の導入など多くの課題が残されている。スバン DIC は関係機関による適切な対応の検討に

貢献するため、本病の発生状況や感染状況などについて持続的に正確な情報を提供する必要

がある。さらに、合同終了時評価チームは、中央政府、地方政府の当局はプロジェクトの成

果を適切に活用し、ブルセラ病や狂犬病等の人獣共通感染症の撲滅に向けた強いコミットメ

ントを示すことを提言する。 
 
（4）検査診断機器及び施設設備の維持管理について 

スバン DICでは ISOの要求事項に基づいて、適切なラボ管理、施設管理が実施されている。

スバン DIC は今後も継続して劣化を遅らせるための予防的メンテナンスを実施するととも

に、特に検査診断機器については更新のための予算確保もあらかじめ検討しておくことが望

ましい。 
 
（5）PDM の改訂について 

上位目標の指標 1「スバンDIC における家畜疾病診断のための検体数が 2018年までに 2015
年と比較して 10％増加する。」について、スバン DIC は 2014 年に約 61,000 件の検査を実施

しており、施設の処理能力の上限近くまで増加している。このため、西ジャワ地域の効果的、

効率的な家畜疾病対策に向け、簡易な試験を B/C タイプ・ラボと分担することなどにより、

地域全体としての検査能力の向上を図ることとしている。一方、B/C タイプ・ラボと協働し

て検査能力を向上するためには、指標 3「西ジャワ地域における、スバン DIC の家畜衛生に

関する啓発・技術支援活動の数が、2018 年までに 2015 年と比較して 20％増加する」に述べ

られている啓発活動や技術支援活動を適切に行うことが求められる。このため、指標 1 及び
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3 については一体的に評価することが適当と考えられる。また、評価する検査実績の単位に

ついて、同一検体について複数の検査が実施される場合があること、現状においても、検体

数としての実績の把握は困難で、検査数として把握・評価していることを考慮し、「検体数」

を「検査数」に改める。 
上記の点を考慮し、合同評価チームは指標 1 及び指標 3 を統合し、「スバン DIC 及び管轄

地域の B/C タイプ・ラボ、家畜衛生センターを含めた家畜疾病診断のための検査実施数が

2018 年までに 2015 年と比較して 10％増加する」を上位目標達成度測定のための新たな指標

とすることを提案する（付属資料 16、17 を参照）。 
 

５－２ 教訓 

プロジェクトは開始当初より持続性を意識して、一連の活動をスバン DIC の通常業務として組

み込む形で実施し、診断能力向上や業務体制改善を進めてきた。特に、プロジェクトがパイロッ

トサイト活動としたブルセラ病及び牛流産に関する調査活動は、スバン DIC が通常業務として実

施しているアクティブ・サーベイランスのなかに組み込んで実施された。このことが、プロジェ

クト及びスバン DIC 双方の予算措置や協働を円滑化するとともに、持続性の担保や効率的なプロ

ジェクト活動の実施に貢献した。 
このように、可能な限り先方の業務システムのなかでプロジェクト活動を運営することで、技

術的、財政的持続性が担保されるものと考えられる。ただし、プロジェクトによって新たに先方

業務として開始または継続される必要のあるものに関しては、プロジェクト期間終了までに必要

な人材等も含めた業務のコスト分析を行っておくことにも留意が必要である。 
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